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エネルギー創出産業 に変身 した鉄鋼業

理事 ・(社)日本鉄鋼連盟副会長 奥 村 虎 雄

従来鉄鋼業 はエネル ギー 多消費型産業の代表格 として位 置づ けられて きた。 た し

かに,我 が国鉄鋼業界は長年 の節減努力に もかかわ らず,現 在 なお年間で石炭換算

6,800万t相 当の多量のエネル ギー を消費 していることは事実である。

しか しなが ら,石 油危機以降における鉄鋼業界の省エネルギー努力の成果は まこ

とに目覚 しい ものがある。例 えば,粗 鋼t当 りのエネルギー消費原単位 は第1次 石

油危機直前の昭和48年 度 を100と する と59年度 には79に まで低下 してお り,10年 間に

2割 以上の切下げ となっている。

また,省 エネルギー と並ぶ もう一つのエネルギー対策の柱 は脱石油であるが,そ

の成果 は更に 目覚 しい。す なわち,昭 和48年 度 にお ける鉄鋼業の石油類消費の総量

は1,548万k1に 達 していたが,59年 度にはこれが347万klへ と実に80%の 大 巾節減 と

なっている。 これは勿論石油か ら石炭へのエネルギー転換の結果 に違 いないが,石

炭への転換に伴 って増発生す る貴重な石炭系副生ガスであるコー クス炉 ガス,高 炉

ガスを有効 に利用 したことも大 きく寄与 してい る。 これ らの副生ガス総量 は石油換

算で年間2,100万klに も達 してお り,7割 は製鉄所内で自家消費 され,残 りの3割 は

共 同火力発電所や ガス会社等に供給 され,当 該地域の産業振興や 民生の安定に貢献

している。

さらに,鉄 鋼業のエネル ギー対策の一環 として,各 工程 で発生す る排エネルギー

の回収が近年活発 に行 われている。高炉 の圧 力差 を利用 して発電するいわゆ る高炉

炉頂圧 回収発電(TRT),コ ー クス乾式消火設備(CDQ)等 の主要排エネルギー

回収設備 によって回収 されたエネルギー総量は石油換算 で年間190万k1に も達 して

いる。

TRTの 年間発電量25億kWhは 横浜市(人 口292万 人)の 年間家庭用電灯需要量

を賄 うに足 る十分 な量であ り,CDQの 発電量8億kWhは 人 口110～120万 人 クラ

スの和歌山県ない し山形県の家庭用電灯需要量 に相 当す る彪大な量である。

なお最近では一貫製鉄所の所内で回収 され る蒸気や副生ガスを近隣の他産業の工

場 に供給する話 も着々 と進んでいる。

この ようにみて くると,鉄 鋼業は巷間いわれていたエネルギー多消費型産業か ら

脱却 して,今 やエネルギー創 出産業の代表格に変身 しつつある といって も決 して過

言ではあるまい。(お くむ ら とらお)
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昭和60年 度 における資源エネルギー関連

技術開発の重点事項 につ いて

吉 田 盛 厚
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1.総 合的資源エネルギー政策の考え方

我が国 をめ ぐる資源エネルギー情勢は,近

年,大 きく変化 し続けている。最近の自由世

界の石油需給 をみると,石 油代替エネルギー

の開発 ・導入,省 エネルギーの推進等を反映

して,緩 和基調で推移 してきているものの,

イラン ・イラク戦争の拡大に伴 うタンカー攻

撃の続発,都 市爆撃の激化等中東情勢は緊迫

の度を深めてきており,一 方,先 進諸国の景

気回復等 を背景 として自由世界の石油需要は

第2次 石油危機以降初めて増勢に転 じた。

こうした情勢 を背景に,昨 年6月 のロン ド

ンサ ミットにおいては,各 国が緊急時におい

て協調的行動 をとる必要が確認され,ま た7

月のIEA理 事会では,緊 急時対策 として,

協調的石油備蓄取崩 しを行 うこと,ま た,石

油輸入に比して備蓄 レベルが十分でない加盟

国については,速 やかに備蓄を増強するため

の最大限の努力 を払 うべ きこ とが決定 され

た。

我が国は,国 内エネルギー資源に乏 しく,

石油供給のホルムズ依存度の高 さに象徴され

るように,先 進国の中でも極めて脆弱なエネ

ルギー構造を有 してお り,昨 年来のイラン ・

イラク戦争の激化に伴 う中東情勢の緊迫化

は,こ れを改めて浮 き彫 りにしたところであ

る。今後,直 ちに中東情勢が安定化す る見通

しは立っておらず,ま た,中 長期的には国際

的石油需給は逼迫化する傾向にあると考 えら

れる。

こうした状況の下において,我 が国の国民

生活,経 済活動の存立基盤であるエネルギー

の安定供給を図 り,ま た,エ ネルギー消費大

国としての我が国の国際的責務 を果たすため

にも,資 源エネルギー政策の一層の充実が要

請 されている。

以上のような点を踏まえ,総 合的な資源エ

ネルギー政策 として,次 のような施策 を推進

してい く必要がある。

第1に,今 後 ともエネルギー供給の大宗を

占める石油について,そ の安定供給基盤の整

備 を図ることである。そのため,石 油備蓄を

推進するとともに,精 製設備構造の高度化及

び元売,揮 発油販売業の集約化等を通 じて石

油産業の構造改善 を進める。また,石 油開発

の推進,LPGの 安定供給の確保 を図る。

第2に,エ ネルギー源の多様化 と省エネル

ギーの推進 を図ることである。核燃料サイク
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ルの事業化並びに原子力発電を中心 とした電

源の多様化及び立地を推進するほか,都 市ガ

スのLNG化,石 炭の安定供給確保,石 炭液

化技術開発 をは じめ とする関連技術の研究開

発等の石油代替エネルギーの開発 ・導入を推

進するとともに,省 エネルギーを引き続き積

極的に推進する。

第3に,資 源の安定供給を確保することで

ある。今後の新素材分野の技術革新 により需

要が飛躍的に増大するもの と予想 されるレア

メタルにつき,備 蓄の推進,探 鉱開発の促進

等総合安定供給確保対策 を実施す るととも

に,内 外資源の探鉱開発,マ ンガン団塊等の

深海底鉱物資源の開発 を積極的に推進する。

我が国としては,世 界の1割 国家 としての

経済力を達成するに至 った国民の英知 と活力

を十分発揮 して,エ ネルギー制約 を克服 し,

日本経済社会の発展基盤を確たるもの とす る

とともに,世 界のエネルギー問題の解決に貢

献するため,以 上のような内外の諸情勢の変

化に的確に対応 した総合エネルギー政策 を着

実に推進することとしている。

このような資源エネルギー政策 を体系的に

示す と図1(文 末に掲載)の ようになるが,

同図からも明らかなように,資 源エネルギー

政策の重要 な柱 として,広 範な分野において

技術開発が進め られることとなっている。

2.昭 和60年 度における資源エネルギー関

連技術開発の概要

国内資源に乏 しい我が国が,国 際社会にお

いて強いバーゲニングパワー を維持 しつつ,

世界経済の活性化に寄与 し,国 際的責務 を果

たしてい くと同時に,ゆ とりと活力ある経済

社会,国 民生活 を実現 してい くためには,創

造的技術開発 を推進してい くことが極めて重

要である。総合的資源エネルギー政策の一環

としての技術開発 についても,こ のような背

景を踏まえつつ,広 範な分野において様々な

施策が展開されている。

以下に通商産業省が昭和60年 度に実施する

こととしている資源エネルギーに係 る技術開

発関連施策のうち,主 要なものについてその

概要 を紹介する。(括弧内は60年 度予算額であ

る。)

2,1石 油関連技術開発

我が国の一次エネルギー供給に占める石油

のウェイ トの高さ,原 油のホルムズ依存度の

高さ等に鑑みれば,石 油の安定供給 を確保す

ることは,経 済の発展及び国民生活の向上に

とって極めて重要な課題である。 このため,

緊急時に備 えて石油備蓄を着実に推進すると

ともに,最 も安定的な原油調達方式である自

主開発の推進 を図る必要がある。

また,産 油国の軽質原油温存政策等による

輸入原油の重質化,B,C重 油需要の減少等

による石油製品需要の中軽質化に対応 し,石

油製品全体の需給バ ランスを適正 に確保 しつ

つ中間留分の安定供給 を図るため,重 質油対

策等を講 じる必要がある。

以上のような観点から,技 術開発面からは

次のような施策を実施することとしている。

1)石 油備蓄関連技術

(1)石油備蓄技術調査(239百 万円)

安全で経済的な石油備蓄方式を確立する

ため,我 が国の地質,水 理等の条件に合っ

た岩盤地下備蓄 システムの確立 を図るた

め,実 証試験調査を実施する。
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2)石 油開発関連技術

(1)オイルシェール開発技術等研究

(2,009百 万円)

将来の有望なエネルギー源 としてその開

発が期待されるオイルシェールについて,

採掘,粉 砕,乾 留にわたる我が国独 自の開

発技術を確立するため,パ イロッ トプラン

トによる実験を行 う。

(2)2・3次 回収研究開発(1,175百 万円)

油田からの原油回収率 を飛躍的に向上さ

せる2・3次 回収技術 として,ケ ミカル攻

法(薬 剤注入により回収率 を高める技術)

及び熱攻法(加 熱により回収率を高める技

術)の 確立を図るため,パ イロットプラン

ト規模での研究開発を行 う。

(3)高精度地震探鉱技術開発(36万 円)

従来の地震探鉱では構造が判明 しに くい

小規模油ガス田の探査技術の向上を図るた

め,地 下における地震波 と地層 との関係 を

分析する。

(4)小規模海洋油田開発技術開発

(249百万円)

小規模海洋油田 を経済的 に開発す るた

め,要 素技術及びシステム最適化技術の開

発を行 う。

(5)高温腐食環境下生産技術開発

(157百万円)

高温かつ腐食性ガスの多い油田において

使用可能 な生産施設を開発す るため,高 温,

腐食環境に耐えるチュービング,シ ール技

術,仕 上げ流体を開発 し,最 適 な生産 シス

テムを構築する。

(6)高精度油層評価技術(142百 万円)

従来,精 度の高い油層評価が困難であっ

たフラクチャー型油層(割 れ 目の多い油層)
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に対す る油層評価法を開発す るため,油 層

シミュレーションモデル,油 層コア分析,

解析システムの開発 を行 う。

(7)石油資源遠隔探知技術研究開発

(3,203百 万円)

人工衛星による石油資源等の高度探査技

術を開発するため,衛 星搭載用の機器 の製

作技術 を開発す るとともに,衛 星か ら得 ら

れる画像データを処理解析 し,石 油探査等

に応用するための技術を確立する。

3)石 油精製関連技術

(1)重質油対策技術実用化開発

(4,157百 万円)

石油製品需給構造の中 ・軽質化及び原油

供給の重質化 という需給アンバ ランスの進

展に対応するため,重 質油分解技術の実証

プラン トレベルでの技術開発 に対 し,補 助

を行 う。60年度には,残油の接触分解技術,

残油の水素化分解技術及び残油の熱分解技

術の実用化開発 を行 う。

(2)石油精製設備高度化対応技術開発

(97百万円)

石油精製設備の高度化に伴 って生産が増

大する分解系留分について,灯 ・軽油等の

中間留分需要の用途に供する等の有効利用

を図るため,新 燃焼技術の開発を推進する。

(3)重質油残渣物有効利用技術開発

(786百万円)

重質油残渣物の有効利用 を図るため,ピ

ッチ,石 油コー クス等重質油残渣物か らの

低廉水素製造技術の開発を推進する。

(4)軽質留分新用途技術開発

(2,748百 万円)

今後の中 ・長期的な国産ナフサの過剰傾

向に対処するとともに,安 定的なナフサの



需要分野の創出 を図るため,民 生用石油製

品への変換技術,高 付加価値化学製品への

変換技術及びナフサ留分有効活用技術の開

発を推進する。

(5)新燃料油技術研究開発(2,371百 万円)

中間留分代替の観点か ら,既 存原油 をべ

一スとしない新流体燃料の開発,導 入のた

め,天 然ガス,石 炭か らの合成ガスを原料

とする合成炭化水素油,合 成アル コール製

造技術,オ イルサン ド油,オ イル シェール

油の改質精製技術及びバイオマス利用技術

(セルロース分解発酵技術)の 開発 を推進

す る。

(6)石油精製業光応用計測制御システム研究

開発(2,189百 万円)

石油精製プラン トを対象 として,光 技術

の持つ本質安全性,耐 環境性等の特徴 を生

かした防爆,広 域監視,高 速計測制御等を

可能 とす る新 しい計測制御システムの技術

の実証 を行 う。

4)石 油流通関連技術

(1)石油ガス供給事業安全管理技術開発指導

普及(606百 万円)

集中監視システム機器の開発 安全管理

技術の開発等LPガ スの流通合理化技術の

開発等 を推進する。

2.2エ ネルギー源多様化等関連技術開発

我が国は,主 要先進国中石油依存度が最 も

高い水準 にあり,石 油依存度の低減は緊急か

つ最重点の課題 となっている。このため,エ

ネルギー需要の大きい産業部門を中心にエネ

ルギー転換を図るとともに,渥 青炭液化技術

等中 ・長期的観点に立った技術開発 を進めて

いく必要がある。

また,電 力の安定供給の確保の観 点か ら電

源 多様化の推進を図 り,各 電源の供給特性 を

十分考慮 し,調 和の とれた電源構成を目指す

ことも重要である。とりわけ,供 給の安定性,

経済性等優れた特性 を有する原子力発電につ

いては,電 源多様化の中核 として,安 全性の

確保に万全 を期 しつつ,信 頼性,経 済性の一

層の向上 を目指 してその高度化を図る。また,

原子力発電の利用 を一層推進する上で必要不

可欠な核燃料サイクルの事業化を着実かつ適

切に推進する。

一方
,我 が国のエネルギー制約を克服する

観点から,多 岐にわたる省エネルギー政策を

総合的に把え,着 実に推進 していく必要があ

る。

以上のような考え方に基づ き,以 下のよう

な技術開発関連施策を実施する。

1)石 油代替エネルギー関連技術

(1)石炭液化技術開発(20,770百 万円)

パイロットプラン トの開発等 を推進する

こ・とにより,渥 青炭及び褐炭液化技術を確

立するとともに,併 せてプラン ト機器 ・材

料等の開発 を図る。

(2)石炭ガス化技術開発(1,484百 万円)

石炭に重質油及び酸素,水 蒸気を加えて

高カロ リーガスを製造するハ イブ リッドガ

ス化技術及び水素 を主成分 とする工業用燃

料ガス,石 炭液化用水素ガス等を製造する

多目的高温ガス化技術を開発する。

(3)石炭利用技術振興(3,839百 万円)

石炭の持 つハ ン ドリング面のデ メリッ

ト,あ るいは環境面でのデメリットを解消

し,そ の利用拡大を図るため,短 ・中期的

に開発が期待 されるテーマとして,流 動床

燃焼技術,高 濃度スラ リー技術,コ ールカ
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一 トリッジシステム技術 ,石 炭部分燃焼炉

システム技術,石 炭灰有効利用技術などの

開発を推進する。

(4)共通基盤型石油代替エネルギー技術開発

(4,503百 万円)

アル ミニウム,フ ェロアロイ,紙 パルプ

等エネルギー多消費産業における燃料転換

を促進す るため,汎 用的かつ革新的な石油

代替エ ネルギー関係技術の開発 を促進す

る。

(5)産業用等ソーラー システム実用化技術開

発(488百 万円)

産業分野における太陽熱利用 システム と

して,複 雑 な熱工程への利用,厳 格 な定温

工程への利用,長 期蓄熱への利用に係る実

用化技術 を確立する。

(6)深層熱水供給システム開発(87百 万円)

堆積平野部等に豊富に賦存が期待 される

非火山性の地熱エネルギーの開発 を促進す

るため,深 層熱水の最適採取還元システム

の開発 を行 う。

(7)燃料用アル コール技術開発

(395百万円)

バ クテ リアを用いた高効率の燃料用アル

コール新製造プロセスを確立するため,新

発酵法の開発,発 酵能力の極めて高い菌の

検索 ・育種 を行 う。

2)電 源多様化関連技術

(1)軽水炉改良技術確立試験

(5,710百 万円)

今後 とも長期にわたって原子力発電の中

核をなす軽水炉について,そ の改良を図る

ことにより,信 頼性,経 済性の向上,ウ ラ

ン資源節約,立 地効率の向上等を図る。

(2)実用原子力発電施設作業ロボッ ト開発
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(814百万円)

原子力発電プラン ト機器,設 備等の点検,

保修等高度な作業を行 うことがで きる専用

ロボッ トを開発 し,事 故,故 障の未然防止

を図るとともに運転中のプラン ト機器,設

備等の点検,保 修作業等の効率化を図る。

(3)実用発電用原子炉自動検査装置等実証試

験(500百 万円)

原子力発電所の定期検査期間の短縮及び

従事者の被ば くの低減化 を図るため,緊 急

度及び実現性が高 く,安 全性,信 頼性の確

保上特に重要な自動検査装置等について実

証試験を行 う。

(4)実用発電用原子炉廃炉設備確証試験

(274百 万円)

今後,昭 和70年 代には具体化する原子炉

の廃止措置に関 して,安 全性,信 頼性の向

上の観点から必要な技術調査 を行 うととも

に,特 に重要な原子炉圧力容器切断技術,

コンクリー ト表層は く離技術について,そ

の確証試験を実施する。

(5)発電用新型炉等開発調査(604百 万円)

原子力発電の将来に備 えるため,プ ル ト

ニウムの有効利用を可能 とする高速増殖炉

(FBR)及 び新型転換炉(ATR)の 実

用化に係る技術的,経 済的諸問題について

調査検討を行 う。また,新 型転換炉につい

ては,そ の安全性評価等の基本的方針を確

立する。さらに,再 処理の結果得 られるプ

ル トニウムについて,有 効利用方策の検討

を行 う。

(6)新型転換炉実証炉建設(3,160百 万円)

プル トニウム有効利用及び自主技術育成

の観点か ら重要な意義 を持つ新型転換炉

(ATR)実 証炉(出 力60万kW)建 設事業
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の円滑な推進を図る。

(7)中小水力標準化モデルプラン ト設計調査

(156百 万円)

一般的に割高な中小水力の経済性の改善

を図るため,新 型水車発電機,水 圧鉄管代

替製品,新 規水力システム等経済性 に優れ

た新技術の開発を推進する。

(8)海水揚水技術実証試験調査(70百 万円)

我が国の自然条件に適 した海水揚水発電

の可能性 を調査す ることとし,環 境問題,

材料腐食等を中心 とした実証的な試験調査

を行い,海 水揚水関連技術の開発 を図る。

(9)地熱探査技術等検証調査

(1,309百 万円)

深部地熱資源探査 に有効な探査技術の確

立 を目指 して,地 表から各種探査技術 を駆

使 して深部地熱賦存状況の推定を行 うとと

もに,坑 井調査によって推定結果を検証す

る。

(10)熱水利用発電プラン ト等開発

(2,022百 万円)

地熱蒸気 とともに大量に併存する地熱熱

水の有効利用を図るため,バ イナ リー発電

システム(低 沸点媒体 を利用 した発電シス

テム)の 開発,坑 井内設置型ポンプの開発,

熱水の生産還元に関する研究等 を行 う。

また,地 熱資源 として大量に賦存する高

温岩体を利用するための高温岩体発電シス

テムの技術開発を行 う。

(11)太陽光発電システム実用化開発

(7,870百 万円)

太陽電池を用いた太陽光発電 システムの

早期実用化を図るため,太 陽電池の大幅な

コス トダウンのための新製造技術の開発,

太陽光発電利用 システムの開発等を行 う。

⑰石炭ガス化技術開発(2,838百 万円)

クリーンな発電用低カロリー石炭ガスを

製造するため,流 動床,噴 流床両方式の石

炭ガス化技術 を開発す るとともに,こ れ と

連携する複合サイクル発電 システム(ガ ス

タービン,スチームタービン組合わせ発電)

を開発する。

⑯高性能石炭火力技術開発(895百 万円)

石炭火 力発電所の石 炭の使用量 を節減

し,エネルギーの有効利用を図る観点から,

プラン トの蒸気条件 を従来より一層高温高

圧化 し,プ ラン ト熱効率の飛躍的向上を図

るため,超 高温材料の確証,超 高温ター ビ

ン等の実証試験を行 う。

(14)石炭火力発電所乾式脱硫技術実証試験

(849百万円)

石炭火力の環境への負荷を軽減 し,火 力

発電所の石炭転換 を促進するため,従 来の

湿式脱硫装置の問題点を解決 し得る乾式脱

硫装置を確立す る。

(15拓油火力発電所 メタノール転換等実証試

験(1,375百 万円)

火力発電所における脱石油の推進の観点

か ら,既 設石油火力のメタノール転換 を推

進するため,メ タノール供給に関す る諸問

題の検討,環 境安全性に関する実証試験及

びメタノール改質の要素研究を行 う。

また,火 力発電所における石炭利用拡大

の観点か ら,既 設石油火力のCOM(石 炭

石油混合燃料)へ の転換 を促進す るため,

燃焼等の実証試験を行 う。

3)核 燃料サイクル事業化関連技術

(1)ウラン濃縮遠心分離機製造技術の確立

(611百万円)

核燃料サイクルの中で重要な役割を担 う
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ウラン濃縮役務事業国産化のため,現 在の

製造コス トの%程 度で信頼性のあるウラン

濃縮遠心分離機 を円滑に供給するための成

型加工,熱 処理,バ ランシング,検 査等各

工程の 自動化,大 量処理化等の製造技術を

確立する。

②第二再処理工場技術確証調査

(4,049百 万円)

商業再処理工場の信頼性及び稼動率の向

上を図るため,再 処理主要機器(溶 解,脱

硝,抽 出等)及 びプロセス(計 測機器シス

テム,臨 界設計評価等)に ついて確証試験

等を実施する。

(3)核燃料 リサイクル促進調査(71百 万円)

使用済燃料の再処理により回収 されるウ

ラン及びプル トニウムの利用を促進するた

め,プ ル トニウム等を原料 とした混合酸化

物燃料(MOX燃 料)加 工の事業化方策及

び回収ウラン利用方策について調査 を実施

する。

(4)放射性廃棄物処理技術開発

(186百 万円)

低レベル放射性廃棄物の処理 ・処分の円

滑化を図るため,不 燃性雑固化廃棄物の溶

融処理技術,焼 却灰等の溶融処理技術等の

減容処理技術の開発を促進する。

(5)低レベル放射性廃棄物施設貯蔵システム

確立調査(67百 万円)

原子力発電所から発生す る低レベル廃棄

物の敷地外施設貯蔵の実施 に際 し,処 理,

輸送,処 分の各段階の調査 を実施 し,総 合

システムを確立する。

4)省 エネルギー関連技術開発

(1)高効率ガスタービン研究開発

(1,230百 万円)
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LNGを 主たる燃料 とする複合発電等に

用いられる超高温耐熱ガスタービンを開発

す ることによ り,総 合熱効率の飛躍的向上

を図る。

②新型電池電力貯蔵システム開発

(2,325百 万円)

大容量の新型電池により,オ フピーク時

の電力を貯蔵(充 電)し,ピ ー ク時に放出

(放電)す るいわゆる電力負荷平準化機能

を持つ電力貯蔵 システムを開発することと

し,大 容量高性能新型電池本体の研究開発

を進めるとともに,シ ステム技術の研究開

発 を進め,新 型電池を用いた実証試験 を行

う。

(3)燃料電池発電技術(4,882百 万円)

LNG等 を原料 とする高効率(発 電熱効

率40%以 上,廃 熱回収等により総合熱効率

80%)の 分散型発電システム として,リ ン

酸型燃料電池発電システム,溶 融炭酸塩型

燃料電池発電 システムにつ き,研 究開発を

行 う。

(4)汎用スター リングエンジン開発

(1,718百 万円)

民生用冷暖房機器用及び産業用小型動力

源 として,多 種燃料の使用が可能で熱効率

の高いスター リングエンジンシステムの開

発 を行 う。

(5)スーパー ヒー トポンプ ・エネルギー集積

システム(480百 万円)

従来の蓄熱式ヒー トポンプに比べ,効 率,

出力温度,蓄 熱密度,規 模において画期的

な性能 を持つスーパー ヒー トポンプ ・エネ

ルギー集積システムを開発する。

(6)省エネルギー関連技術開発助成

(200百万円)



民間企業が行 う大型の省エネルギー技術

の実用化開発等の助成及び民生用エネルギ

ー消費機器開発の助成を行 う。

2.3鉱 物資源等関連技術開発

レア メタルは,先 端産業の発展 に欠 くこと

のできない資源になってお り,今 後の新素材

分野の技術革新 に応 じて需要は飛躍的に増大

するもの と予想されるが,そ の供給構造は,

埋蔵が少数国に偏在 し,供 給が国際政治情勢

に左右 されやすい等極めて脆弱な状態であ

る。

このため,備 蓄の推進,内 外の探鉱開発の

推進等の総合的対策 を行 ってい く必要があ

る。

また,我 が国産業及び国民生活に不可欠な

基礎資材である非鉄金属の長期的かつ安定的

確保 を図るため,探 鉱開発,生 産の合理化等

を進めることが重要である。

さらに,マ ンガン団塊,海 底熱水鉱床等深

海底鉱物資源の開発 をは じめ とする海洋開発

に関する技術の研究開発を推進することも重

要である。

以上の ような観点から,次 のような技術関

連施策を進めることとしている。

1)レ アメタル関連技術

(1)レアメタル鉱物資源の国内賦存状況等調

査(48百 万円)

国内の レアメタル資源の賦存状況を明ら

かにするとともに,レ ア メタル資源の探査

技術 として,空 中に浮遊 している微量金属

の検出により探査を行 う技術(レ ア メタル

浮遊微量金属探査技術)の 開発を行 う。

(2)未利用レアメタル有効活用研究協力

(121百万円)

タイの錫選鉱廃砂に含まれる未利用 レア

メタル(レ アアース,ニ オブ,タ ンタル等)

の有効活用のための回収技術開発をタイ国

政府関係機関と協力して現地で実施する。

(3)レア メタル高度分離 ・精製技術開発

(10百万円)

今後ハイテク分野に利用されるレアメタ

ルは,6ナ イングレー ド以上の高純度のも

のが必要 となるため,鉱 石等からレアメタ

ルを効率的に回収するとともにその高品質

化を図 る技術の開発 を行 う。

2)非 鉄金属資源関連技術

(1)鉱物資源探査技術開発調査(63百 万円)

効率的な資源探査の促進により資源の安

定供給 を図るため,資 源衛星による探査技

術開発,新 探査技術(深 部電気探査法)の

導入開発等の調査 を行 う。

(2)製錬関連技術の研究開発(331百 万円)

近年のエネルギーコス トの上昇に対処す

るため,石 油代替エネルギーの導入を促進

し,か つ,省 エネルギーに資する製錬関連

新技術(ス ラグ顕熱総合回収技術,溶 融還

元亜鉛製錬技術)の 研究開発 を行 う。

3)海 洋開発関連技術

(1)深海底鉱物資源の探査技術等の開発調査

(952百万円)

ニ ッケル,コ バル ト,銅,マ ンガン等の

有用金属 を含むマンガン団塊の賦存状況を

早急に把握するため,資 源探査船 による賦

存状況調査 を実施するとともに,関 連する

探査技術等の開発を行 う。

また,銅,鉛,亜 鉛,金,銀 等を含む海

底熱水噴出に伴って生成す る金属硫化物で

ある海底熱水鉱床の賦存状況調査を行 うと

ともに,精 査に不可欠な試錐機の技術開発

9



図1昭 和60年 度 資 源 エ ネ ル ギ ー 政 策 の 体 系

総合的な資源エネルギー政策の推進

石油の安定供給基盤の整備 石油鰭 の縫}[翻 翻 雛

石油産業蠣造改善の雛 一[羅 難縞鱗 化

石油流通対策の充実 石油情報の普及啓発事業等

エネルギー源の多様化 と省

エネルギーの推進

石醐 発の雛 一 曙 矯難紹離

LPG安 定供給の確保

核燃料サイク麟 ヒ曜 「 ≡

電源多様化の雛 … 一[鍛 撃 雑 弊
地辮 の雛

電 源 立 地 の 推 進

ガス供給対 策の推進

LPG備 蓄 の推進

建設資金の確保

立地の円滑化

技術の確立等

電源地域の振興

電源立地に対す る国民的理解 と協

力の増進

環境保全対 策の推進

資 源 の 安 定 供 給 の 確 保

地方都市ガス事業天然ガス化促進

夏耀 耽蛎 難導入一=鱗 籏孟麓蓬の開騨入

鴨 灘 鉾一瞬 熱1灘1㌶1
技術開発

嚇 定供給灘 進一[鷺 難二簾

制の整イ蒲

レアメタル総合聯 の縫 一[ご;瑠1懸 繍欝
技術開発の

推進

鉱物資源の探鉱開発の雛 一一[離 繍 箋灘

深海底鉱物資源探鉱開発の推進 一 深海底鉱物資源の賦存状況調査等

国際エネル ギー政策の展開

そ の 他一 「 綴 灘1二 推進
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(単位:億 円)

国家 備 蓄 増 強(1,779→1,960)

民間 石 油備 蓄 助 成(439→511)

重質油対策技術実用化開発(51→42)、 軽質留分新 用途技術開発(20→27)、 石油精製設備高度化対応技術開発(0
→1)

石油産業設備高度化利子補給(2→5)、 中間留分増産 に係る原油関税還付制度の延長 ・拡充

探 鉱 等 融 資 出資 金(1,140→1,050)、 国 内石 油 天 然 ガ ス基礎 調 査(86→80)、

オ イル シェー ル 開 発技 術 等研 究開 発(35→47)

LPG備 蓄 助 成(14→18)、LPG輸 入 関税 の 引下 げ

開銀等の融資制度の拡充

核燃料サイクル関係広報対策等委託費(1→1)、 広報 ・安全等対策交付金(0→O.1)

遠心分離機製造技術の確立(2→6)、 第二再処理工場技術確証調査(36→40)、 放射性廃棄物処理処分対策の確 立

(10→10)

軽 水 炉 改 良技 術確 証 試 験 等(42→76)、ATR実 証 炉 建 設 費補 助 金(15→32)、 安 全解 析 コー ド改 良等 委 託 費(24→25)、

石 炭 火 力(118→131)、 水 力(63→63)、 地 熱(85→91)

電源立地促進対策交付金(417→504)、 電源立地特別交付金(115→119)、 水力発電施設周辺地域交付金(38→39)、

電源地域産業育成支援補助金(0→4)

電源立地推進広報対策等委託費(8→10)、 広報 ・安全等対策交付金(9→9)、 原子力広報研修施 設整備費補助金

(4→4)、 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金(6→6)

環境審査等調査委託費(7→7)、 大規模発電所取放水影響調査委託 費(3→3)、 減水影響評価 システム確立調査

委託費(0→0.3)

地方都市ガス事業天然ガス化促進対策費補助金(0→4.2)、 地方都市 ガス事業 天然ガス化促進対策調査委託費(0
→1.8)

開 銀貸 イ寸(54→56)、 ソー ラー シ ステ ム普 及促 進(64→64)
エ ネ ル ギー 使 用合 理 化 ・省エ ネル ギー 投 資 の推 進

石炭液化技術開発(179→208)、 太陽光発電技術開発(70→79)

共通 基 盤 型 石油 代 替 エ ネ ル ギー 技術 開発(35→45)

燃料 電 池 発 電技 術 開 発(37→48)、 スー パ ー ヒー トポ ンプ エ ネル ギ ー集 積 シス テ ム(0.3→6)

坑 内骨格構 造整備拡充事業費補助(127→131)、 鉱山保安確保事業 費補助(88→90)、 石炭鉱業安 定補給交付金(87
→86)

海外炭探鉱融資 ・開発債務保証(20→20)、 海外炭開発可能性調査費等補助(24→22)

レア メ タル備 蓄(11→14)

レア メ タル 国 内賦 存状 況 等 調 査(0→O.4)、 レ ア メ タル海 外 探 鉱 融資 〈成 功払 融 資 〉(0→2)、 未利 用 レア メ タル

有効 活 用研 究協 力 推進(0.2→1.2)、 レア メタ ル高 度分 離 ・精 製 技術 開 発(0→0.1)

広域 ・精密地質構造調査(16→15)、 中小鉱山振興指導(8→13>

海外鉱物資源基礎的調査(7→5)、 資源開発協力基礎調査(24→26)

深海底鉱物 資源の賦存状況調査等(12→10)、 マ ンガン団塊採鉱システム(15→11)
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図2昭 和60年 度エネルギー関係特別会計予算
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通 商産 業 省(単 位:億 円)
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に着手する。

②マンガン団塊採鉱 システムの研究開発

(1,075百 万円)

工業技術院の大型プロジェク ト制度によ

り,マ ンガン団塊採鉱システムの開発 を行

う。

(3)海水 ウラン回収 システム技術確証調査

(1,100百 万円)

海水に全面的に依存 しているウラン資源

について,ナ ショナルセキュ リティの確保

及び資源国に対するバーゲニングパワーの

形成等の観点から,海 水中のウラン(溶 存

量約40億 トン)を 回収す るシステム技術の

確立を図るため,モ デルプラン トの建設,

運転 を行 う。

(4)海洋石油開発高能率掘進技術開発調査

(223百 万円)

海洋石油開発海域の極値化等に対応する

ため,新 たな自動化 システムを組み込んだ

次世代海洋石油開発 リグ製作技術の基盤を

確立する。

(5)海底石油生産支援システム研究開発

(676百万円)

海底石油生産の合理化のため,海 底石油

生産 システム及び付 帯施設等において掘

削,生 産施設の設置,保 守点検等の作業に

対す る支援システムの研究開発を行 う。 こ

れにより,海 底石油開発作業の能率化 と将

来の海洋石油資源開発への対応が可能 とな

る。

(6)海洋石油生産プラッ トホーム開発調査

(67百万円)

海洋石油開発対象地域の深部化に対応す

るため,水 深150～300m程 度の水中深海域

を対象 とし,構 造が簡素で,か つ,悪 天候

にも耐え得 るプラットホームを開発する。

(よしだ もりひろ 通商産業省資源エネル

ギー庁長官官房総務課)
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原子力発電プラン トへの先端技術の応用

可能性 につ いて

竹 内 光
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1.は じ め に

ここで紹介する内容は,昭 和58年 度 日本機

械工業連合会の助成を得て実施 された 「原子

力発電プラン トへの先端技術の応用可能性調

査」報告書の抜粋である。

我が国の軽水炉原子力技術は1970年 敦賀1

号炉が米国より導入されて以来,幾 多の技術

的問題点を克服 し,更 に,設 計 ・建設 ・運転

管理 ・保修の各分野にわたって日本流のきめ

細かい改良が積 み重ねられてきた。これらの

努力の結果,原 子力発電の設備利用率が70パ

ーセン ト台に達 し,技術の定着化 と相俊 って,

電力供給に占める軽水炉原子力発電の割合 も

20パーセントに達 し,原 子力 も 「成熟期」 を

迎えるに到 った。更に,昭 和58年11月 の電気

事業審議会需給部会中間報告によれば,昭 和

70年度には原子力が全電力供給の35パ ーセン

トになると予想され,増 々 もって原子力の安

全性,信 頼性 はもちろん経済性 を維持 した電

力の安定供給の義務が重要視されてきた。一

方,「夢の原子炉」と言われた高速増殖炉の実

用化が電力の需給面及びコス ト面の諸制約か

ら当初計画 より延期されたため,21世 紀初頭

にもまだ軽水炉が主体 となる見込みである。

こうした背景を反映し,昭 和59年8月 の軽水

炉技術高度化小委員会中間報告で も,次 世代

を担 う軽水炉の姿 として,現 在 までの経験蓄

積及び先端技術の積極的な活用によって,よ

り高度化 された日本型軽水炉の開発の必要性

が示唆 されている。

本プロジェク ト実施の背景 としての究極の

目的は,先 端技術の導入により,現 在の原子

力発電プ ラントの高度化を図ることであった

が,本 報告書の内容 としては,今 後の検討に

資するものとすべ く,応 用可能性の高い先端

技術分野に限定 し,そ の現状 と将来の開発動

向を調査す ると共に,そ れらの原子力発電プ

ラン トへの応用可能性 を検討 した。

報告書の構成は以下の通 りである。

(1)先端技術の開発動向

(2)先端技術の原子力プラン トへの応用将

来性

(3)先端技術 を応用した原子力プラン トの

構想

なお,本 プロジェクトは東京大学の都甲泰

正教授を主査 とし,資源エネルギー庁,大 学,

電力会社,原 子力機器 メーカか ら選出された

委貝で構成 された委員会 を当研究所内に設け
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実施 した。更に,先 端技術の開発動向につい

ては各分野の開発メーカよりヒヤ リングによ

って聴取 した。

以下,本 報告書のあらましを紹介する。

2.先 端技術の開発動向

ここでは,先 端技術の幅広い分野の中か ら

原子力発電プ ラン トの応用可能性が期待で き

る,

○エ レク トロニクス

○コンピュータ

○光ファイバー ・光通信

○新材料

○ロボッ トセンサー

について,現 状 と将来(10年 後程度)の 見透

しを調査 した。各分野の課題 と実現時期の予

想を表1に 示す。

2.1エ レ ク トロニ クス

エ レ ク トロ ニ ク ス技 術 の 中 で 最 もそ の 進 歩

の 度 合 が 早 い もの の 一 つ がLSI(IC)技

術 で あ る。 集 積 度 の 増 加 は 目覚 ま し く,2年

間 で4倍 程 度 と な っ て お り,今 後 も同程 度 の

割 合 で 増 加 す る と予 想 さ れ,10年 間 で1,000倍

の 増 加 率 とな る。 高 集 積 度 化 が 進 む に 伴 うメ

リ ッ ト と して,1素 子 当 り(又 は1機 能 当 り)

の コス ト低 下,1機 能 当 りの 信 頼 度 の 向 上,

演 算 速 度 の 高 速 化,消 費電 力 の 減 少 等 が 挙 げ

られ る。

こ のLSI技 術 の 進 歩 に よ り,主 記憶 装 置

は大 容 量 化 ・高 速 化 して い る。 現 在,64kbit/

チ ップ,256kbit/チ ップ が 実 用 化 され て い る

が,今 後10年 以 内 に は4Mbit/チ ップ の ダ イ

ナ ミッ クラ ム ・メ モ リ(DRAM)が 実 用 化

される見通 しである。

一方,演 算装置(マ イクロプロセッサー)

の能力増大 も図られている。現在,16bit/チ ッ

プのものが普及しているが,近 年32bit/チ ッ

プのもの も実用化されている。更に,今 後10

年以内には,100万 素子の集積度をもつ演算装

置の実現が予想されている。

原子力発電所への=適用を考慮すると,高 放

射線,高 温,多 湿等の環境に耐える素子の開

発 も必要であるが,期 待 されるものにGaAs

素子,Sic素 子がある。特にGaAsICに つい

ては日本の国家プロジェクトをはじめ,世 界

各国で熾烈な研究開発が展開されてお り,近

い将来実用化 される見透 しである。

2.2コ ン ピ ュ ー タ

コ ン ピュ ー タ 技 術 は,超LSI(10万 素 子 以

上/チ ップ)の 開 発 に伴 っ て 小 型 化,高 速 化 が

進 ん で い る が,シ ミュ レー シ ョン,画 像 処 理

等 の 利 用 分 野 か ら よ り高 速 化 が 望 ま れ て い

る。

現 在,ス ー パ ー コ ン ピュ ー タの 処 理 速 度 は

2.5億 ～6.3億 回/秒 で あ るが,更 に,ICの

開発,命 令 方 式 の 高 度 化 を進 め,1,000～2,000

億 回/秒 の 処 理 速 度 を達 成 す べ く国 家 プ ロ ジ

ェ ク トが 進 行 中 で あ り,10年 以 内 に この 目標

は達 成 され る 見込 み で あ る。

一 方
,長 期 的 視 点 で見 た 場 合,社 会 の 中 で

情 報 処 理 の 重 要 性 が 現 在 以 上 に高 ま り,よ り

複 雑 で 大 量 の処 理 が 課 せ られ て く る こ とが 予

想 され る。 こ う し た状 況 へ の 対 応 と して,コ

ン ピュ ー タ の 基 本 構 造 を 変 えず に,単 に高 速

化 を推 し進 め る方 法 で は,プ ロ グ ラム の 大 規

模 化 に伴 う複 雑 さ に よっ て 人 間 の コ ン トロー

ル が 困 難 とな り 『ソ フ トウ ェ ア 危機 』 に直 面
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表1先 端技術の課題 と実現時期の予測

注記)

(1)本表は科学技術庁技術予測(昭和55～57年 度)を参考 として作成 した。

(2)実現時期の見方
一 一〇一一 ………アンケー トで専門家大の人の予測結果

QlMQ2

Ql:推 定時期が早い人から数 えて全体の1/4番 目の人の推定時期
M:全 体の1/2番 目の人の推定時期

Q2:推 定時期が遅 い人か ら数 えて全体 の1/4番 目の人の推定時期

トー1………委員会 ヒア リング結果

〔コi・…・…開発プ ロジェク ト目標

実 現 時 期
課 題 名 備 考

1985 1990 1995 20002000年 以降

∫∫

1チ ップ当 り4Mbitの メモ リ

(DRAM)の 実用化
H 委貝会 ヒヤ リング

1チ ップ 当 り106素 子 の マ イ
H 〃

コン(MPU)の 実 用化

320万 画素 のCCDの 実用化 H 〃

1チ ップ 当 た り108～109素 子 科学技術庁技術予測
以上の超LSIが 実用化 され → (昭和57年 度)

る。

106素 子 以 上 の セ ミカ ス タム 〃

超 LSI(メ モ リ,マ イ ク ロ ブ

ロ セ ッサ の よ うな汎用LSI
→

と異なり,注 文主の端末仕様

に合わせ て特別に作る多品種
L

少量LSI)が 実 用 化 さ れ る。

論理素子,記 憶素子等 を多層に 〃

積層化した超高速超高集積素
S

子が実用化 され る。

○

光 フ ァイバ ー 入 出 力端 を も っ 17

たプ ロセッサが実用化 され,

1 外部配線が光フ ァイバーでな ○

された情報処理 システムが実

現 す る。

10層 以上 の積 層に よ り50キ ロ 〃

ゲー ト/チ ップ以上の三次元

論理機能集積素子が実用化さ
○

れ る。

10層 以上 の 積 層 に よ り,10メ 〃

ガビッ ト/チ ップ以上の三次

元記憶機能集積素子が実用化
○

され る。

表面に光電変換素子,内 部に 〃

信号処理機能 をそなえた三次

元集積 回路 によるモノ リシッ ○

クな イ メー ジプ ロセ ッサ が 実

用化 される
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1 実 現 時 期
課 題 名

19851990199520002000年 以降
備 考

1∫

シ リ コ ンIC(MOSト ラ ン 次世代産業基盤技術

ジス タ及 び バ イ ポー ラ トラ ン 研究開発

ジ ス タ)で,105rad,125℃ 以
「耐環境素子」プロ

上の環境 をクリアす る技術 の ジ ェ ク ト目標

確立 〔コ

耐
化合物半導体ICで,次 の条 〃

環
件を クリアする技術の確 立

境 GaAs素 子 … … …108rad,

素
200℃

Sic素 子106rad,
一
ナ 300℃ コ

300℃ の温度で使 用 され る高 科学技術庁技術予測

(昭和57年 度)温論理集積回路が実用化 され ○

る 。

107ラ ドの放射 線に耐 える耐 〃

放射線素子が実用化 され る。
)

10,000～20,000MFLOPS 大 型 プ ロ ジ ェ ク ト

演 算速 度 の スー バー コ ン ピュ の計画年

一 タの試作 =ユ

ス
GaAs素 子,ジ ョセ ブ ソ ン素 科学技術庁技術予測

i 子等の超高速素子を使用 し, (昭和57年 度)

ノ ・ξ 1秒 間 に1011回 以 上 の計 算 が 十
1

可 能 な スー パ ー コン ピュ ー タ

が実用化 され る。
コ

人工的な格子構造 を持つ結晶 〃

ン
か らなる超高速演算処理素 子 ( )

ピ が実用化 され る。

ユ スイ ッチ速 度10ピ コ秒 以下 の 〃

i 高速の半導体論理素子が実用 ○

化 され る。
タ

ジ ョセ ブ ソ ン論 理 素 子 が コン 〃

( )
ピュ ー タ に実 用化 され る。

材 料 と して1,000ギ ガヘ ル ツ

で 動 作す る 負性 抵 抗 を示 す,

〃

超格子素子が実用化 され る。

( )

第
第5世 代 コ ン ピュー タの プ ロ ICOT計 画

5 トタイプ完成 コ
世
代 数字だけで な く数百語程度の 科学技術庁技術予測

; 単語 を含むデー タを入力で き (昭 和57年 度)

ピ る音声入力装置が実用化 され →
ユ

1 る(不 特定話者による連続単

タ 語発声の場合)。
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実 現 時 期
課 題 名

19851990199520002000年 以降
備 考

ll
超高級言語 が開発 され,問 題 t 科学技術庁技術予測

自体 を言葉や図 を用いて直接 (昭和57年 度)

入 力す るだ けで コ ン ピュー タ ○

で 自動 処理 で きるよ うに な

る 。

非 ノイマ ン型(例 えば デー タ

フ ロー 型)の コ ン ピュー タが

〃

実用 化 され る。

○

第
技術 内容の詳細や図面 などが 〃

5 体系的に入力されている専門

世 業向け科学技術デー タベース 一
シス テム が実 用 化 され,オ ン

代
ライン提供 サー ビスによ り容

コ 易に検索可能 となる。

ン 専門医の基礎知識 と判断機能 〃

ピ
を備 え,治 療方針 を示唆す る

○
医療診断補助装置が開発 され

ユ
る 。

i
あいまいな 日本語で質問でき 〃

タ る推論機能 を備 えたデー タベ
○一 ス シス テム が実 用化 され

る 。

特定 分 野 の コンサ ル テー シ ョ 〃

ン ・シス テ ム(例 えば法 律 相
○

談)の 構築 を支援するシステ

ムが 開 発 され る。

光 アナ ロ グ コン ピ ュー タ の開 委員会 ヒヤ リング
■ 日

発

光 光ICの 開発 一 〃

フ 光 ファイバー を使用 した光へ 科学技術庁技術予測

ア テ ロ ダ イ ン方式 に よ り,超 大 (昭和57年 度)

容量光通信方式が実用化され
○

イ
る 。

ノ ・ミ

0.01dB/km以 下 の 超 低 損 失 〃

●

の光フ ァイバ ーの実現 によ り,

光 極めて長距離無 中継の伝送方

通 式が実用化 され,例 えば 日本
○

信
一ハ ワイ間無 中継国際光 回線

の敷設が可能 となる。

光信号 を電気信号 に変換 しな 〃

いで,光 のまま中継及び交換
()

する光中継器及 び光交換機が

実用化 される。
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実 現 時 期
課 題 名

19851990199520002000年 以降

ll

備 考

オプ ト ・エ レ ク トロニ ク スに 科学技術庁技術予測

よる高速の論理 回路や高速の 十 (昭和57年 度)

メモ リが実 用 化 され る。

書 き換 え可能な光 メモ リ材料 〃

が開発され,計 算機 ホログラ

ム を介 して3次 元画像が リア

ルタイムで表示で きるように

○

なる

光
電気一光,光 一電気変換処理 〃

フ 機 能 をそ な 之た モ ノ リシ ッ ク

ア な光 論理 素 子が実 用 化 され
○

イ る 。

ノ ・ミ
すべて光 を用いた1ピ コ秒程 〃

o
度 の論理 素 子が実 用化 され →

光
る 。

光通信に使用で きる性能お よ 〃

通
び経済性 を有する有機系繊維 ○

信 が実用化 され る。

プ ラ スチ ッ クの光屈折率 を1.2 〃

～2 .0の 任 意 の値 に調 整 で き 卜
る材料技術が開発 され る。

建 物内の制御情報伝送用の高 〃

信頼性プ ラスチ ックファイバ ←
一 シス テム が実 用 化 され る。

光通信技術の開発 により銅 ・ 〃

アル ミ使用の大幅 な節約が実 ○

現 で きる。

温 度,圧 力,ガ ス,湿 度 等 多 〃

種 の感知機能を統合,モ ジュ

一ル化 した地震予知セ ンサー ○
セ

が開発 され,全 国 に配備 され

る 。

ン 寿命切れ,故 障が重大な事故 〃

につ なが る恐 れの あ る 自動

車,航 空機 等の主要機器に組
サ み込まれて,寿 命警告,故 障 ○

予知 を常時,自 動的に行 うC

PU組 み 込 み型 イ ンテ リジ ェ

ン トセ ンサ ー が開 発 され る。

センサー と論理素子 を集積 し 〃

た イ ン テ リジ ェ ン トセ ンサプ ○

ロ セ ッサ が 実用 化 され る。

人間の嗅覚 にほぼ等 しい機能 〃

を持 つ,に お い セ ンサ ー が実 ○

用化 され る。
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実 現 時 期
課 題 名

19851990199520002000年 以 降

ll

備 考

自然環境の放射線 レベル と原 科学技術庁技術予測

子力施設の環=境放射能 を識別 (昭和57年 度)

セ し,原 子力施設の環=境放射線

の変動値を原子炉の線量 目標
ン

値(5ミ リレム/年)の 精 度
○

サ で確 認 で き,そ の 時 の核 種,

線量 を瞬時に測定できる装置

が開 発 され る。

画素数2,000×2,000以 上 の高 科学技術庁技術予測
精細度カラー画像 表示パネル ○ (昭 和57年 度)

が開 発 され る。

粒 径0.1mm前 後 の単 結 晶 をA 〃

4サ イズ程度の面積全面にわ

たって等 ピッチで形成す るレ

大
一ザ ア ニ ー リン グプ ロセ スが

生 産 ライ ンで 使 用 され る よ う
○

型 に な る。

<例 えば大型平面ディスプ レ

表
一の生産等 に使用 され る

。〉

三原色で発振す る半導体 レー 〃

示 ザがそれぞれ開発 され,こ れ

らを光源 とす るカラー画像投
○

装 影 シ ステ ムが 開 発 され る。

電気信号 により,可 視光の任 〃

置 意の色を出せ る発光素子が実 ○

用 化 され る。

超薄型の壁か けカラーテ レビ 〃

(14イ ンチ 以上)や パ ネル型

の 場 所 を とら ない エ ア コ ンな O

ど,省 スペ ー ス型 の家 庭 電 器

製品が普 及す る。

単結晶及 び一方向凝固合金で 次世代産業基盤技術

複雑形状鋳造技術が確立され 研究開発 「高性能結
口

る 。 晶制御合 金」プ ロジ

エ ク ト目標

超 塑 性 技 術 が 確 立 し,難 〃

新 加工材の複雑形状加工が可能 口

とな る。

材
粒 子散 技術 の 発達 に よ り, 〃

料 高温で も強 じんな合金が開発 口

され る。

複合材料技術の発達 により, 次世代産業基盤技術

軽量で強 じんな有機材料 ・金 口 研究開発「複合材料」

属材料 が使 われ る。 プ ロ ジ ェ ク ト目標
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実 現 時 期
課 題 名

19851990199520002000年 以降
備 考

瀞

ll
高速増殖炉の燃料被覆管材料 科学技術庁技術予測

が 開 発 され る(条 件:650～ (昭和57年 度)

700℃ で1～2年 間 の 照 射 損

傷量100DPA以 上の照射 に ○

耐 え る材料),(同 じ く照 射 損

傷量10DPAでHe生 成量が

30叩mに 抑 え られ る材料)。

高強度耐熱セラ ミックスが高 〃

温機械材料(例 えば内燃機関 ①

の部 品)と して実用化される。

必要 な材料 特性 を得 るため 〃

に,材 料の微視的構造を設計
○

し,人 工的に組立て る技術が

実用化 され る。

冷 却水 を使 う化学プ ラン トに 〃

おいて20年 間応力腐食離れを
①

おこさない金属材料が開発 さ

れ る 。

セ ラ ミッ クス を 用 いた 高 温 ガ 〃

新 ス用(冷 却 材 出 口温度1,000～
○

1,200℃)の 熱 交 換 器 が 普 及

す る。

材 セ ラ ミッ ク スのデ ー タバ ン ク 〃

が整 備 され,そ の デ ー タ に基

つ いて必要な組成,組 織,物

料
性 を持 つ セ ラ ミ ックス を コ ン 0

ピュー タに よる解析制御 で実

用的に作 るシステムが開発 さ

れ る 。

無機物質ホ イスカや連続繊維 〃

で強化 された金属材料 が航空 ①

機等に実用化 され る。

自動車部材用 として,鉄 鋼 よ 〃

りも優れた強化プ ラスチ ック

の製造 ・加工技術が発展 し, ○

自動車部材のプ ラスチ ック化

が普 及す る。

使用温度400℃ の耐熱エ ンジ 〃

ニ ア リン グ ・プ ラ スチ ッ クが ○

開 発 され る。

常 温か ら400℃ の範囲 で,有 〃

機材料 どうし,あ るいは有機

材料 と金属の間で接着 力が引
( )

張 り強 さで150kg/cm2以 上 の

有機 系接着 剤 が実 用化 され

る 。
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実 現 時 期
課 題 名

19851990 1995 20002000年 以降
備 考

∫1

核 融 合 炉,ロ ケ ッ ト材料,化 科学技術庁技術予測
学プ ラン トパイプ材料等 に粒

界脆 性,溶 接性 を改善 した
○

(昭 和57年 度)

Mo,W合 金 が 実用 化 され る。

10～1,000Aの 金 属 超 微 粒 子 〃

新 を低 コス トで大量生産 できる 0

製造技術が実用化 される。

材 超塑性 を持 った金属材料が開
○

〃

発 され る。

料 材料の疲労 を非破壊検査 し, 〃

残存寿命 を推定す る技術が実 ○

用 化 され る。

セラ ミックスを自由に機械加 〃

工 で き る よ うに な り,セ ラ ミ

ック スが工 業 用 材料 と して 普
0

及す る。

宇宙空間,海 中,原 子炉の中 〃

等の特殊環境下で人間に代わ

って作業を行 う知能 ロボッ ト
○

が実用化 される。

画素数1,000×1,000程 度の画 〃

像 を毎秒100枚 の速 さで処理

で き る眼 を持 った ロボ ッ トが
○

開 発 され る。

家庭,病 院等において雑用 を 〃

こ なす 奉仕 ロボ ッ トが実 用 ○
口

化 され る。

感覚機能障害者 を補助 し,盲 〃

ボ 導犬 などに代わ りうるような ○

ロ ボ ッ トが 普 及 す る。

医療要員の省力化 と医療費用 〃

ツ
の節減をはか るため,医 療 用

ロ ボ ッ トが 普 及 す る。

ト
〔医療要員の省力化 と医療 ○

費用の節減 をはかるため,

医療看護用ロボットが普及

す る。〕

複雑 なパター ンを人間並みの 〃

速 さで識別で きるパター ン認 ○

識技術が開発 される。

建築工事の現場に知能 ロボ ッ 〃

トが 導 入 され る。
○

有毒ガス,放 射能,ふ ん じん 〃

中等 の危 険個 所,悪 環 境 下

での作業にロボットによる無人
○

化が普及す る。
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実 現 時 期
課 題 名

19851990199520002000年 以 降
備 考

幽ll

人間の筋肉の ような繊維状の 科学技術庁技術予測
ア クチ ュエ ー タが開 発 され, (昭和57年 度)

それ を利用 した小型軽量で コ ○ ●

ンパ ク トな ロボ ッ トアー ム ハ

ン ドが 開発 され る。

無 人 機 械 加 工 工 程 に お い 〃

て,自 律 的 に巡 回 し,異 常 を
①

検出 し,ト ラブル を取除 く保

全 ロボ ッ トが 開発 され る。

自らを診断 し,故 障個所があ 〃

れば 自分で修理 ができるロボ

ッ トが 開発 され る。

〔自らを診断 し,故 障個所
口

があれば 自分で修理がで

きる 自己修復ロボッ トが
ボ

開発 され る。〕

制御モジュール を交換す るこ 〃
ツ

とに よって大抵の単純作業を
①

ト
行 うような汎用,低 価格なロ

ポ ッ トが普 及 す る。

土 木工事 現場 ヘ トンネル掘 〃

削,水 中作業,高 所作業等の

各種作業 を行 う知能 ロボ ッ ト
①

や大型建設機械 が導入 され,

工事の合理化,安 全化が大幅

に進 め られ る。

視 覚,聴 覚,そ の他 セ ンサー 〃

機能 を持 ち,自 ら外界の状況

を判断 して,自 律的 に意志決 ○

定 し行動す る知能 ロボッ トが

実用化す る。
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す ることが予想 される。これ を解決するため,

現在我が国で第5世 代 コンピュータの開発が

10年計画で進められている。ここでは,人 間

同志の意志伝達 と同様な平叙文を基本形とし

た言語 ・論理処理構造を実現することを目指

している。

第5世 代 コンピュータが実現すると,人 間

がコンピュー タに与えるプログラムが単純に

なるのみではな く,与 えられた知識 と既に持

っている知識からの推論機能をコンピュータ

が有することにな り,活 用範囲が大幅 に拡大

されることになる。

2.3フ ァイバー,光 通信

光通信の特徴は,1本 のケーブルで巨大な

情報 を伝達できる広帯域性 にある。光通信は

伝送損失の少い光 ファイバーが開発 されたこ

とによって可能 になった。1980年 には,ほ ぼ

理論限界 とされている0.2dB/km(波 長1.55

μm付 近)で の伝送損失が達成され るに至っ

ている。又,周 囲の電界,磁 界による雑音の

影響 を受けないこと及び水,腐 食等の影響を

受けに くい等の耐環境性に優れている。今後

の開発課題 としては,エ ネルギーや映像の伝

送,光 ファイバーのセンサへの応用,光 を電

気に変えずに直接記憶 ・増幅等 を行 う素子,

極低伝送損失(0.01dB/km以 下)の 光 ファイ

バーの開発等が挙げ られる。

2.4新 材 料

(1)金 属 材 料

ガスター ビン,航 空機エンジン及び熱関連

機器などの効率向上,性 能向上を目的 とした

研究開発が進められている。

これらの技術開発プロジェクトの1例 とし

ては,昭 和56年 から次世代産業基盤技術開発

制度により8年 計画で行なわれている研究開

発がある。

(2)複 合 材 料

これは母材 と強化材料 を組合せて,軽 量で

高強度,高 剛性 を持つ材料で,代 表的なもの

が繊維 を強化材料 とした繊維強化型複合材料

であ り,現 在,航 空機,自 動車等を応用分野

として開発されている。

複合材料には,母 材を樹脂 とした樹脂系複

合材料(FRP),母 材を金属 とした金属系複

合材料(FRM),最 近研究されているセラ ミ

ックス母材のセラミックス系複合材料 などが

ある。この分野は,既 に実用化段階に入った

と見なし得るが,耐 放射線損傷に優れた高分

子材料やFRPの 開発,昭 和56年 より8年 計

画で耐熱性,加 工性,強 化繊維,軽 合金母材

の開発 を中心 とした国家プロジェクトが進行

中である。

(3)ファインセラミックス

ファインセラミックスは高温での強度が大

きい,耐 食性が良い,耐 摩耗性が良い,あ る

いは密度,熱 膨張が小さい等の利点がある反

面,脆 性破壊する,加 工 ・接合が困難等の不

利点があるが,高 温構造材料,そ の他種 々の

機械材料 として応用が考 えられている。

ファインセラミックスとしては,窒 化ケイ

素,炭 化ケイ素,サ イアロン,ジ ルコニア,

アル ミナ等の材料が種々の形態,あ るいは,

組合せが考えられている。昭和56年 より10年

計画で高強度材料,高 耐食性材料,高 精密度

耐摩耗材料の3分 野で国家プロジェク トが進

行中である。
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2.5ロ ボ ット・センサ

従来のロボットは対象物を予め定めた位置

にあるいはロボットを対象物に設置する必要

があったが,近 年実用化 され始めているのは,

知覚判断ロボットである。このロボットは運

動機能,感 覚 ・認識機能,判 断 ・思考機能及

び人間とロボットのインターフェイス機能 を

持った人間に近いものである。これ らの機能

を満足するためにはセンサー,LSI,コ ン

ピュー タ等のハー ドと高度認識システム,高

度な推論 メカニズムに加えて,人 間 とのコミ

ュニケーションのためのロボッ ト言語などの

研究開発が必要であ り,そ れらの先端技術の

研究進展に伴って具備する機能は高度化 され

るものと考えられる。 しかし,実 用化時期 と

しては10年 以上先 になると予想される。

3.先 端技術の原子力プラン トへの応用将

来性

以上に述べたような,現 在,研 究開発の進

んでいる先端技術 を将来の原子力発電プラン

トへ適 用す る場合の可能性につ いて検討 し

た。

3.1エ レ ク トロニ ク ス 関 係

エ レ ク トロ ニ ク ス関 係 先 端 技 術 の適 用 可 能

性 を表2に 示 す 。

超LSIは,情 報 ・信 号 の 処 理,及 び メ カ

トロニ ク ス と結 合 して制 御 の 分 野 で あ ら ゆ る

所 に 使 わ れ る 可 能 性 が あ る。

スー パ ー コ ン ピ ュー タ は,超 高 速 計 算 能 力

に よ り,原 子 炉 炉 心 及 び 発 電 プ ラ ン トの 詳 細

な シ ミュ レー シ ョン を可 能 にす る と考 え られ

る。

第5世 代 コンピュータは,推 論 ・判断機能

にプラン トの不測の事態への対応処理 ・原因

究明等への適応性が考 えられる。

光通信技術は,あ らゆる信号伝送に使用で

きること,電 磁誘導 ノイズの影響 をな くする

こともできるので有効である。

3.2新 材料関係

新材料関係先端技術の開発 目標は,主 とし

て宇宙機器,航 空機,自 動車等での軽量化 と

高温特性改善 に向けられているが,原 子力関

係の耐圧強度部材,一 般構造強度部材,機 能

部材等 にも適用可能で表3に 示す通 りであ

る。

金属材料については,各 々の特性 を生か し

て,単 結晶合金は粒界における応力腐食割れ,

高温浸食の可能性が少いことから,各 種環境

下での構造材料 として,超 塑性合金は微細粒

組織の特性 により,耐 摩耗部品に,ア モルフ

ァス合金は耐食性により,応 力腐食割れ防止

用膜材 として,磁 気特性か ら電動機 ・変圧器

等の軽量小型化等に適用可能 と考えられる。

複合材料について,FRPは 主 として気体

中での用途に対する軽量化,FRMは 水中や

高温条件下での用途 に対する軽量化,FRR

(繊維強化ゴム)は シール材,免 震装置等に,

FRC(繊 維強化 コンクリー ト)は 建家 ・構

造物の軽量化,耐 食性水槽等に適用可能 と考

えられる。

ファインセラミックスは,従 来よ り燃料ペ

レッ ト,ポ ンプシール材,制 御棒の中性子吸

収材等に既に適用されているが,今 後,耐 食

性,耐 摩耗性向上のためインターナル部品,

炉本体の耐圧部等への適用が考えられる。
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表2 エ レ ク トロニ クス 関係 先端 技 術 の適 用 可能 性

効 果

用 途

超

L

S

I

ス ン

1ピ
ノぐユ

lI
コ タ

第 ン

五 ピ

世 ユ

代1
コ タ

光

通

信

大置
型
表
示
装

原子力発
電所の運

転 目標

原子力発

電所運転
のサブ 目

標

方 法

安 全 性

通常時の
被曝低減

運転時の被曝低減
パ トロールの自動化装

置
○ ○ ○

保守時の被曝低減 保守の 自動化装置 ○ ○ ○

事故防止

運 転経 験 のFeedback 保守計画の高度化 0 0

異常の早期発見
原子力発電所運転情報
処理 システム

○ ○ ○ 0

事故対策

故障管理 異常徴候早期診断 シス
テム

○ ○ ○ ○

炉心損傷事故対応 運転支援システム ○ O ○ ○ 0

安全装置の自動化 事故拡大予測ガ イ ドシ
ステム ○ ○ ○ ○

信 頼 性 故障防止

重要系統の高信頼度化 安全装置 自動化 システ
ム

○ ○ ○

点検(寿 命診断)
運 転 訓練 シ ミュ レー タ

(オ ンサ イ ト)
○ ○ 0 ○

保守(予 防保全) 多 重 化 ○ 0

稼 働 率

需要に対
した発電

負荷追従 自己診 断 シス テム

(イ ンテ リジ ェ ン ス化)
○ ○

起動 ・停止時間の短縮 自動 点検 ・自動ISI ○ ○ ○ ○

計画外停止期間の短縮 負荷追従自動化装置 ○ ○

稼働率の
向上

運転期間の延長 起動 ・停 止 自動化装置 ○ ○

定検期間の短縮 停止原因究明装置 ○ ○ 0 ○ ○

経 済 性

建設費低
減

システムの合理化 運転計画装置 ○ ○ ○ ○ 0

システムの標準化 運転余裕監視装置 ○ ○

電子化 ・光化 ・新材料 ○ ○

運転費低
減

高効率運転
(燃料費最適化)

モ ジ ュ ラー化 ○ ○

人員削減
業務機械化
(間接人員の削減)

○ ○ 0

1
保守 コス トの削減
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表3新 材 料 関 係 先 端 技 術 の 適 用 可 能 性

新 材 料 着 目す る素
材 の 性 質

軽 水炉への応用
イメー ジ(注1)

一 次 効 果

(注1)
二次効果(ニ ー ズに対 する寄与) 開発状況(

注2)
備 考

金

属

材

料

高性能
単結晶合金

結晶制御
超塑性合金

合 金
粒子分散強
化合金

結 晶粒 界不在

徴細粒組織

高温での強度
低 下の改善

管 ・ボ ル ト等 耐 圧 ・構
造 材料

耐摩 耗 部 品

一

而寸SCC,而 寸食,而 寸具蕉
射 脆 化

長 寿 命,耐 照 射 脆 化

}

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

0

0

B

B

B

A

A

A

■

a保 修 ロボ ッ ト

等 の一 部 で は
実 用 中

b欧 州,他 産 業
で は実 用 中

c一 部 ポ ンプ シ
ー ル に実 用 中

ア モ ル フ ァ ス.

合 金

非 晶 質
(耐 食性)

耐圧 溶接部等のSCC
防止膜材

耐 食,耐SCC ○ ○ ○ ○ o B A

非晶質
(高磁気特性)

変圧 器,電 動 機 /」・型 ・軽 量 化 ○ C A

形状記憶 合金 温度 による形
状記憶効果 配管継手 溶接継手減 少,短 時間

補修 ○ ○ ○ ○ C
I

A

複

合

材

料

繊 維 強 化 プ ラ
スチ ッ ク

(FRP)
比強度大

自動 機 器 構 造 材,駆 動
装 置 ケー シ ン グ ・フ レー ム(気 中)他

軽 量 ・小 型化 ○ C

I

Aa

繊 維 強 化 合 金
(FRM)

比 強 度 大,比
剛 性 大,耐 熱
性,耐 熱 衡 撃
性

同 上
(気 中 ・水中 ・高 温下)

軽 量 ・小 型化 ○ B A

無 漏 洩 弁 の 金属 ダ イア
フ ラ ム 適用範囲拡大 ○ ○ ○ ○ ○ B A

繊 維 強化 ゴ ム
(FRR)等

弾性特性,強
度特性

無 漏 洩 弁 の ゴム ダ イア
フ ラム

長寿命化,適 用範囲拡
大 ○ ○ ○ ○ ○ C C

免震機構 耐震設計合理化 ○ D
I

Ab

繊 維i強化 コン
ク リー ト

(FRC)等

比 強 度 大,不
錺 性,耐 水性

建 屋 ・構 築 物 ・燃料 取
扱 いプ ー ル

耐 震 設計 合 理 化,ス テ
ン レ スラ イ ニ ン グ省略,
長 寿 命化

○ ○ ○ C A

フセ ク
アラ ス

イ ミ
ン ツ

酸 化物 系 ・非
酸 化物 系

耐 熱 ・高 強 度
高 靱 性,比 強度

大,耐 食性
耐 摩 耗性

ポ ンプ,弁 等 の イ ン タ
ー ナ ル 部 品 ,一 部 の 本
体 耐 圧 部 等
(特 に非 酸 化物 系)

長 寿 命化,軽 量 化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ B AC

備

考

注1:素 材 の 性 質 か らの 類推 で,具 体 的 デ ー タに 基づ くもの で は な い。(耐 照 射
脆 化,そ の 他)

注2:開 発状 況(左 欄 の 実 用化 技 術 開 発 は素 材 ・製 品 双 方 に 関す る一 般 的状 況)

A・… ・・… 未 着 手 。

B… … … 着 手 済 で あ る が,開 発 目的 は軽 水 炉 用 途 と必 ず し も一 致 しな い。

C… … … 部 分 的 に 実用 段 階 に達 した もの も あ る。 又 は実 用 化 され て い る
が 改 良 開 発 を要 す 。

D… … … ほ ぼ 終 了。

事

昨
故
障

綾
ア
3

㌻

マ
)

霧
翻
器

線

濃
嘩
被曝

作
業

緩

腐

星
霧
繧

駿
馨

滝
徳

響
座

長 日
期間
サ 負
イ荷
ク追
ル従
運運
転転

暮
源
耐

嚢
計

墓
化

攣
箆
低

塗
QA

書
些

摩
再
瑠
化

畜
嚢
術

嬰
褻
璋

謡
志

畏
璽

業
嵩
鶏

幕
嬰

稼
動
率
向
上

保
イ彦
性
向
上

被
曝
低
減

廃
棄
物
低減

運
転
多
様化

経
済
性

ブ イ

ラフ
ン 最
ト適
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3.3ロ ボット関係

ロボッ トの原子力発電プラン トへの導入目

的は図1に まとめた通 りであるが,導 入する

場合,量 産工場の場合 と異なるのは次の点で

ある。

①原子力発電プラントは,元 来ロボットを

導入することを考慮 しておらず,ロ ボッ

トの対象物へのアクセスなどが不都合な

設計 となっている。

②原子力発電プラン トでの作業は,量 産工

場に比べ ると一種類の繰返 し作業が少な

く,多 種類の作業が異った場所 に分散 し

ている。

これらに対処す るためのアプローチ とし

て,一 つは,ロ ボッ トを高度化 し,対 象物へ

のアクセス,対 象物の形状や環境条件 を認識

する能力を持たせ,マ ニ ピュレータを多目的

化す る方法である。もう一つは,原 子力発電

プラン トを自動化 ・ロボット導入を前提に し

て,プ ラン ト設計段階よりロボッ トのアクセ

ス,保 修に適 した配置設計や機器設計を行 う

方 法 で あ る 。 しか し,今 後 の プ ラ ン トの 自動

化 に 当 っ て は,両 方 の ア プ ロー チ を進 め,ロ

ボ ッ ト導 入 を図 る必 要 が あ る と考 え られ る。

4.先 端技術を応用 した原子力発電プラン

トの構想

ここでは,先 端技術が,将 来,原 子力プ ラ

ン トの多 くの系統機 器に応用された場合 に,

原子力プラン トが どの様 な姿になるのか,よ

り具体的なイメージ作 りとして,

①使 い勝手 ・運転性 を追求 したプラン ト

②保修の省力化 ・期間短縮を追求 したプラ

ン ト

③系統 ・機器の単純化を追求 したプラント

について検討 した。

これ らの構想の前提は以下の通 りとした。

①原子炉型は軽水炉 に限定す る

②炉心の大幅な変更は行わない

③発電容量 としては100万kWe程 度 とす

る

プ フ ン

信 頼 性 上

パ ト ロ ー ル

自 動 化

保 守 作 業
の 自 動 化

パ ブ ク

ア クセブ タンス

安価な電
力を供給

図1ロ ボット・センサ関係先端技術の適用 目的
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表4先 端技術 を応用 した原子力発電プラン ト構想

プ ラン ト構想 イ メ ー ジ ・ニ ー ズ 方 策

構 想一1 ○自動化 ・省力化され たプラン ○機器の 自動較正 ・自動試験の開発

(使い勝手 ・運転性 ト ○マ ン ・マ シ ン ・イン ター フ ェ イ ス を考慮 し

を追求 したプ ラン ○起動停止が短時間でで きるプ た イ ンス トラ ク シ ョン技 術 の導 入

ト) ラ ン ト ○大幅負荷追従,AFC機 能の採用

○保守点検 ・事故復 旧が容易な ○機器及び システム レベ ルの異常診断技術,

プ ラ ン ト 自動応急措置確認技術の開発

○高 度 な マ ン ・マ シン ・イ ンタ ○適確 な状態表示 ・予 測表示 システム,判 断

フ ェ イス 支 援 シス テ ム を含 む 高度 マ ン ・マ シ ン ・イ

ンタフェイス技術の開発

○緊急事故停止後の 自報復 旧システム及びそ

の確認 システムの開発

構 想 一II ○無保守 ・高信頼性 を持 った機 ○機 器 の 長 寿命 化 ・メ ン テナ ンス フ リー 化

(保修の省力化 ・期 器 ○機 器 の パ ッケー ジ化,モ ジュ ー ル化 及 び標

間短縮 を追求 した ○最低限必要 な保守 ・保修のロ 準化 による取替 ・補修の容易化

プ ラ ン ト) ポ ッ ト化 ○異常徴候 ・予測診断システム,点 検 システ

○保守 ・保修 はプ ラン ト運転中 ムの開発

とし,定 期検査期 間は,燃 料 ○保 守 ・保修 作 業 用 ロ ボ ッ トの 開発 ・導 入

交換 を主 とす る。 ○異常 診 断 シス テム ・作業 ロボ ッ トシ ステ ム

等 を統括管理す る保修管理 システムの設置

○作業 ロボ ッ トに適合 した機器構造 ・機器配

置

構 想 一III ○各要素 が高信頼性 を持 ったプ (コ ンポ ー ネ ン ト ・レベ ル)

(系統 ・機器の単純 ラ ン ト ○機器の一体化製作範囲の拡大

化を追求 したプラ ○運転 中はプラン ト内に人が入 ○新材料 によるハー ドの重量軽減

ン ト る こ とが な いプ ラン ト ○機器の極長期連続運転仕様に よる予備機 の

○中央制 御室は,数 十プラン ト 削減

まとめて一括管理 (ス トラ クチ ャ ー ・レベ ル)

○免震構造 ・振動吸収性合金等によるサポー

トの簡素化

○運転 中プ ラン ト内に人が立入 らない前提 に

よる遮蔽の簡素化廊下等の削減

(シ ス テ ム ・レベ ル)

○各 コ ン ポー ネ ン トの イ ン テ リジェ ン ト化 に

よる ホス トコン ピュ ー タ の軽装 化

○バイオエ ンジニア リング応用 による廃棄物

処理系の簡素化

○機器 の耐熱性 向上等に よる空調系の大幅削

減

○他の要素 ・系の不完全 さを補充するパ ッチ

ワー ク系 の 廃 止

OLBB採 用によるECCS系 ・格納容器簡

素 化の結果 ・非常用負荷減少 による非常用

D/Gの バ ッテ リ化
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④先端技術は現在の開発 目標にな くて も,

応用機能 として考えられるものも含めた

各構想のイメージ及び達成のための課題を表

4に まとめた。

各構想のイメージの基本的な考 え方につい

て要約すると,以 下の通 りである。

ベ ル,ス トラ ク チ ャ ー レベ ル 及 び シ ス テ ム レ

ベ ル で の 具 体 的 な イ メー ジ を画 い た もの で あ

る。 この 構 想 で は,中 央制 御 シ ス テ ム は,も

は や サ イ トの 中 に あ る必 然 性 は な く,か つ,

数 十 プ ラ ン トま とめ て 一 括 管 理 す る こ と も可

能 で あ る。

4.1使 い勝手・運転性 を追求 したプラン ト

この構想のイメージは自動化 ・省力化であ

り,そ れに伴 って期待 される時間短縮(起 動

停止 ・保守点検 ・事故復 旧等)で ある。これ

を追求すると,究 極的には全 自動原子力発電

プラン トに到 るもの と思われる。 しかし,こ

こでは一歩手前の ものとして,か な り自動化

は進められるものの,精 神活動の うち一番高

貴である判断は人間に委ねるといった高度に

インタラクティブな運転 を考えてお り,コ ン

ピュータとロボッ トと人間の役割分担の問題

がクローズアップされる構想である。

4.2保 修の省力化・期間短縮を追求 したプ

ラント

この構想は発電 コス トの安定化 ・コス ト低

減化 をねらいとした定検 ・保修期間の短縮 と

将来の原子炉基数増加 に伴 う定検時の特殊技

術者の確保 を目標 としたものである。特に,

機器 ・配置設計上の配慮 と,ロ ボッ トに課せ

られる機能 をクロー ズア ップ した もので あ

る。

4.3系 統・機器の単純化を追求 したプラン

ト

この構想は,簡 素化の究極 として,運 転中

は中央制御室以外,人 間はア クセスフ リーの

原子力プラン トを想定 し,コ ンポーネン トレ

5.お わ り に

紙面の都合上,昭 和58年 度報告書のあらま

しを紹介するにとどまったが,本 調査ではエ

レクトロニクス,材 料分野等での先端技術の

動向調査 を中心に調査研究 を行 い,そ の応用

として原子力プラン トへの適用可能性につい

て,そ の方向性を考察した。かなりの分野の

技術 が適用可能であ るこ とが明らかになっ

た。反面,各 種先端技術の開発方向が必ず し

も原子力分野 を指向 していないこ とも伺 え

た。

今後は,原 子力プラン トの長期構想の中で

幾つかの具体的な目標 を設定 し,そ の達成の

ためのプラン トエンジニア リングを行い,先

端技術開発によって明確 にすべ き設計諸元を

抽出 し,併 せて コス ト・ベネフィッ トの観点

から経済性 を評価す ることが急務 と考えられ

る。最近の動向 として,プ ラン トメーカでは

既にこうした検討に着手 してお り,又,国 家

プロジェク トとして,原 子力の次世代構想の

検討がなされてお り,更 に,構 成機器への先

端技術の導入実証の動 きもある。今や,よ り

高度化 された日本型原子炉(特 に軽水炉)の

構想作 りと達成に向け官 ・民あげて歩み始め

たと言 える。(た けうち ひか る 主管研究

員)

一31一



◆Pt「 ●」瀞r圃〉融r●h鞭 「「P齢瀞rひ やr■卜揃r9噛r●L瀞 「■レ輔レrひ帯 ψ"》L嶽t"t嶽 ◇ ゆr9卜 瀞 ◇ 沖rr9トゆr■卜勝rひ 頑劇r6卜勲r9」 潮レr●」噌陣r9」一"瀞r9卜 咽静rひ 噸臣r6卜輔rひ"r■h網 静r●」謄r6hψroレ 瀞rr■F瀞r●Lψr9㌧ 瀞

昭和60年 度の省エネルギー技術開発

につ い て
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1.は じ め に

石油危機以降10年 余を経て,昨 今は当時 と

は様変 わ りのエ ネルギー需給緩和時代 にな

り,OPECも 原油価格維持の結束力さえ失

ったかの状況である。このため,と もすると

エネルギー関係の技術開発について冷ややか

な視線 を送る向 きも少なくない。

しかしなが ら,石 油やLPGが 資源 として

有限なことは言 を待 たず,中 長期的に見ると,

今後,世 界景気の活況が続 き,開 発途上国の

発展が進めば,近 い将来再びエネルギー需給

が逼迫に向か うことは,専 門家がほぼ一致 し

て認めるところであ り,IEAや サ ミットな

どで も,省 エネルギー推進,石 油代替エネル

ギー開発の手をゆるめてはならじと決議 され

ている。 とりわけ,資 源に乏しくエネルギー

供給の8割 以上を輸入に依存している我が国

においては,目 先のエネルギー需給の緩和 な

どに惑わされず,省 エネルギーの推進,新 エ

ネルギーの開発,石 油代替エネルギーの導入

促進を図るべ きである。む しろ,エ ネルギー

事情が一時的にせ よ落ち着 きをみせている現

在こそ,国 の経済 を,そ して国民生活 を支 え

る根幹 となるエネルギー分野で,実 効のある

技術 を生み出し育ててお く好機 とみることが

できよう。

中でも省エネルギー技術は,国 際情勢など

の外部要因に左右 されずに,我 が国独 自の努

力で相当の成果が期待されるところから,通

産省では53年 度から省エネルギー技術開発 を

総合的 ・効率的に行 う 「ムー ンライ ト計画」

を着実に押し進めてきている。

この計画も既に8年 目を迎え,省 エネルギ

ー技術の一番手 ともいえる廃熱利用(工 場等

で捨てられている熱の回収・有効利用)プ ロジ

ェクトが既に完了し,そ の成果である吸収式ヒ

ー トポンプ,ヒ ー トパイプ,CDQ(コ ー ク

ス乾式冷却廃熱利用)な どの実用化もかな り

のペースで進んでいる。世界最大級の吸収式

ヒー トポンプがムーンライ ト計画の成果 とし

て昨年末オランダの地域冷暖房用に輸出が決

まったのは,そ の好例である。

既に完了した 「廃熱利用技術 システム」等

に続いて,現 在は「高効率ガスター ビン」,「燃

料電池発電技術」,「新型電池電力貯蔵システ

ム」,「汎用スター リングエンジン」そして59

年度から 「スーパー ヒー トポンプ ・エネルギ

ー集積 システム」の研究開発テーマが取 り上
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げられ,国 家的プロジェク トとして,国 立試

験研究所,産 業界,大 学など各分野の力を結

集して研究開発 を進めている。これらはいず

れも,研 究開発 に多額の資金 と長期間を要す

るなど民間企業では行い得 ない大規模 な省エ

ネルギー技術テーマであ り,ム ー ンライ ト計

画では,こ れを 「大型省エネルギー技術開発

基本計画」に沿って実用化への技術確立をめ

ざしているところである。

現在ムー ンライ ト計画では,

① 大型省エネルギー技術開発の他に,

② 先導的基盤的省エネルギー技術研究開発

③ 国際研究協力事業

④ 省エネルギー技術の調査研究

⑤ 民間の省エネルギー技術開発の助成

⑥ 標準化による省エネルギーの推進

という6つ の柱をもとに省エネルギー技術開

発を推進 している。

2.ム ー ン ライ ト計 画 の 概 要

2.1大 型省エネルギー技術開発

研究開発に多額の資金と長期間を要 し,開

発 リスクが大きく,民 間企業では行 い得ない

大規模 な省エネルギー技術開発テーマについ

て,国 民経済的見地から国家的プロジェクト

として産 ・官 ・学の総力を結集 して推進 して

いることは前述 したとお りである。

2.2先 導的基盤的省エネルギー一技術

将来の大型省エネルギー技術の芽 となる技

術の発掘に努めるとともに,産 業界の基盤技

術 となるべ き省エネルギー技術の開発 を国立

試験研究所で行 うものである。現在11の テー

マについて研究を進めており,近 い将来 これ

らの中か ら太い幹が育 って欲 しい ものであ

る。

2.3国 際研究協力事業

IEAに おける省エネルギー関係のプロジ

ェク トや共通の問題 をかかえている先進国と

の協力によ り,省 エネルギーの推進に貢献す

るものである。現在IEAの 改良型ヒー トポ

ンプ実施協定AnnexIV(ヒ ー トポンプ ・セン

ター)に 参加 し,IEAに おける国際協力事

業 を進めるとともに,日 仏等2国 間の協力も

推進 している。60年 度には新たに同実施協定

AnnexIX(産 業用 ヒー トポンプ)に 参加す る

予定である。

2.4省 エネルギー技術調査

省エネルギー技術開発課題の発掘,研 究開

発の最適手法確立のための 「省エネルギー技

術の総合的効果把握手法の確立調査」 を行 っ

ている他,60年 度からは特定課題のフィージ

ビリティ調査 を行 う計画である。特定課題 と

しては,超 電導発電関連機器 ・材料技術のフ

ィージビ リティ調査 を予定 している。

今後の大都市の電力需要の増大,新 規電源

立地の遠隔化,大 容量に対処するためには,

発電システムの飛躍的高効率化 ・安定化が不

可欠である。これ ら発電システムの高効率化

を達成するためには,超 電導発電機器の開発

が最有力対策の1つ である。

すなわち,超 電導発電技術は,超 電導現象

を利用 して,強 力な磁力を作 り出すことによ

り,発 電機の高電圧化,大 容量化,小 型軽量

化及び効率向上,系 統の安定度向上等 を実現

で きる。

60年 度1年 間をかけて,超 電導化による省
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表1昭 和60年 度ムーンライ ト計画概要表

事 項 59年 度予算額 60年 度予算案

大 型 省 エ ネ ル ギ ー 技 術 8,809

[7,lll]

10,464

[8219,643]開発期間 開発費総額

高 効 率 ガ ス タ ー ビ ン 53～62年 度 約260億 円

2,572

[2 ,:総]

1,207

[1171,090]

新型電池電力貯蔵 システム 55～65年 度 約170億 円

1,290

[1,}}1]

2,201

[2,lll]

燃 料 電 池 発 電 技 術 56～61年 度 約110億 円

3,669

[3,lll]

4,776

[4,lll]

汎用 ス ター リン グェ ンジ ン 57～62年 度 約100億 円

1,248

[1,lll]

1,673

[1941,479]

ス ー パ ー ヒ ー トポ ン プ ・

エ ネ ル ギ ー 集 積 シ ス テ ム
59～66年 度 約100億 円

30

[31]
607

[111]

先 導 的 基 盤 的 省 エ ネ ル ギ ー 技 術 233 227

国 際 研 究 協 力 事 業 22 20

省 エ ネ ル ギ ー 技 術 の 確 立 調 査

1.総 合的効果把握手法確立

2.超 電導発電関連機器 ・材料技術F・S

10

[10]

69

[61]

民 間 の 省 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 の 助 成 367 140

省 エ ネ ル ギ ー 標 準 化 39 32

そ の 他

78

[75(591]
139

[137(1211]

小 計

9,558
虚

[1,5777,981]

11,091

[1:lll]

民 生 用 機 器 の 開 発 助 成

71

[71]
55

[51]

合 計

9,629

[1:ll;]
11,146

[1:lll]
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[

(単位:百 万 円)

60年 度 事 業 計 画 案 の 概 要

パ イロッ トプラン ト実証運転等 を行 うとともに,プ ロ トタイププ ラン トの詳細設計及び要素機器の試作研究

等 を行 う。

10kW級 新 型電 池 の試 作,試 験 を行 うと とも に,1,000kW級 シ ス テ ム試 験 の ため の 施 設,装 置 等 の 建 設,製

作 を行 う。

リン酸型燃料電池について,高 温高圧型及び低温低圧型の各1,000kW級 プ ラン トの建設 を行 うとともに,溶

融炭酸塩型燃料電池等につ いて開発 を行 う。

エ ンジンの要素 技術 についての試作評価研究 を行 うとともに,各 種実用型エ ンジンの試作運転研究 を行 う。

また利用 システムの試作運転研究及び燃料多様化の研究を行 う。
、

超高性能圧縮式 ヒー トポンプを構成する圧縮器,熱 交換器等の部分試作,作 動媒体の研究及びケ ミカル蓄熱

技術の うち反応系 の研究,材 料 の腐 食性 の研究 を行 うとともに トー タル システムの最適化研究等 を実施す

る。

アル ミミニウム新製練,MHD石 炭燃焼等の継続 テーマ に加 え,60年 度は新 たに高融点無機物の研究開発に着

手す る。

IEA改 良 型 ヒー トポ ンプ 実施 協定AnnexIV(ヒ ー トポンプ セ ンター)及 びIX(新 規:産 業用 ヒー トポ ンプ)

に参加 す る。 ま た 日仏 等 二国 間 の協 力 を推 進 す る。

'

省エネルギー技術開発課題の発掘,研 究開発 の最適化手法の確立のための調査 を行 うとともに,60年 度 は新

たに超電導発電 関連機器 ・材料技術 につ いてフィー ジビリティを行 う。

民間企業が行 う省エネルギー技術の研究開発に対す る助成 を行 う。

建 材,工 業窯炉及び民生用機器の省エネルギー標準化調査研究 を実施す る。

研究開発に必要 な事務経費等。()は 試験研究所の施 設費。

民生用機器(ヒ ー トポンプ冷暖房給湯機)の 開発 を行 う。(石油代替エ ネル ギー関係技術実 用化開発費補助

金制度)

〔]上 段:一 般 会計,下 段:特 別 会 計,区 別 の な いの は 一般 会 計 の み
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表2先 導的基盤的省エネルギー技術研究開発の概要
(単 位:百 万 円)

研 究 項 目
昭和59年 度

予 算 額

昭和60年 度

予 算 案
研 究 内 容

電気エネルギー変換輸 電力需要の増大に伴 う送電線網 の長距離化,広 域化 に

送技術 に関する研究 対処 し,電 力輸送の省エ ネルギー化 を図るため超電導送

21 23 電 ケーブル システム,導 体用超電導材料 等の基礎 的研究

を行 い,送 電 ロスのほ とんどない超電導送電技術の基礎

を確立す るため技術開発を行 う。

省エネルギー磁性材料 電 力 システムの 中で重要 な役割 を果 してい る磁性材

に関する研究 料 の高性能化 による省エ ネルギー と製造工程 における省
7 6

エネルギー化を合わせ て行 える非晶質鉄芯材料 を開発す

る。

カ リウ ム ター ビン技 術 複 合発電 に よる発電効率 の向上 を図 るため,1000℃

の研究 11 11 程度 の熱源 を利用で きるカ リウムランキンサイクルの基

礎研究 を行 う。

潜熱蓄熱技術の研究 400℃ 前後の中温温度域の熱 を材料の融解熱等を利用し貯

9 8 蔵 し,ほ ぼ一定温度の熱 エネルギー を供給する潜熱蓄熱

技術 の研究開発 を行 う。

溶鉱炉法 によるアル ミ 鉄鋼 に次いで重要な基礎資料であるアル ミニウムは,

ニ ウム新製錬技術 の開 製錬 において膨大 な電力を消費 しているが,こ の製錬 を
28 17

発 省エネル ギー化す るため,溶 鉱炉法 による新製錬技術 の

開 発 を行 う。

黒鉛化にお ける省エネ 幅広い需要のある黒鉛は,そ の製造工程中に約3,000℃

ル ギー技術に関する研 6 5 の熱処理 を必要 とするが,こ の3,000℃ の熱の有効利用を

究(超高温熱回収技術) 図るため超高温用伝熱管及 び熱交換器 を開発す る。

セ ラ ミック材質の赤外 陶磁器製造業における乾燥及び焼成のため,効 率のよい

線輻射に関す る省エネ 10 6 赤外線輻射媒体 を,セ ラ ミック材質で開発 するとともに

ル ギー技術の研究 その評価方法を研究する。

高融点無機化合物の省 高融点無機化合物の製造,成 形過程 における省エネル

エ ネルギー的製造法 に 0 5 ギー化 を図 るため に自己発熱 反応 を利用 した同時合成

関する研究 成形技術の研究開発 を行 う。

熱流の計測技術 に関す 高温材料の開発 ・利用を促進し,熱 関連装置の省エネル

る研究(高 温材料の熱 6 6 ギー技術基盤を強化するために熱物性計測技術 に関する

物性計測技術) 研 究 を行 う。

高効率EHD熱 交換技 大型 省エネ ルギー 技術 「スー パ ー ヒー トポンプ ・エ ネル
13 0

術の開発 ギー 集 積 シ ステム 」 へ移 行 。

石炭燃焼MHD発 電の MHD小 型燃焼実験方式 による石炭燃焼模擬実験を行

研究 83 95 う。 またセ ミホッ ト発電 チャンネル用電極及び石炭燃焼

器等の要素技術の研究を行 う。

燃焼技術の高度化に関 工業用炉の燃焼現象を正確に把握す るために必要 な非

る研究 40 44 接触法に よる各種の計測法 を確立 し,工 業用炉の省エネ

ル ギー 化 を図 る もの とす る。

合 計 233 228

一36一



遮 断 器,主 変圧器
離 相 母 線
の小容量化 の 省 略

発電機の 輸送費

製造上の 据付 費

メ リッ ト の軽減

建屋工事費 発電所出力 電力損失

の 軽 減 の 増 大 の 削 減

発 電 所 の 燃 料 費

増 設 効 果 の 節 約

発電所の資本費用

図1 超電導発電機の効果

一 、 ノ

運転費用 系統設備費用

エネルギー効果,発 送電システム としての電

力系統の安定度の向上効果等技術的 ・経済的

効果 を把握 し,今 後のあり方 を決定 したい。

2.5民 間の省エネルギー技術開発の助成

民間企業が行 う省エネルギー技術の研究開

発の うち,特 に重要なものに対 し,研 究開発

にインセンティブを与え,円 滑な実用化を図

るため,国 がその経費の一部を補助するもの

で,重 要技術研究開発費補助金制度及び石油

代替エネルギー関係技術実用化開発費補助金

制度による助成を行っている。成果は全て民

間側に帰属 し,民 間活力の活性化に一役かっ

ているものである。

2.6標 準化 による省エネルギーの推進

省エネルギー推進の観点から,新 たに必要

とされるJISの 制定及び現行JIS規 格の見直

しを行うとともに,エ ネルギー消費機器のエ

ネルギー効率等の省エネルギー化に役立つ情

報 をJISマ ー ク表示制度の活用により消費者

に提供するもので,こ のために必要な調査 を

行 っている。60年 度は,継 続 して行 う 「省エ

ネルギー用建材及び設備」の標準化調査並び

に 「省エネルギー形工業窯炉」の標準化調査

に加 え,新 たに 「省エネルギー型ガス燃焼機

器の燃焼性能」に関す る標準化調査研究を実

施する予定である。

3.大 型省エネルギー技術の現状 と今後の見

通 し

3.1高 効率ガスタービン

現在の火力発電の主力をなしている汽力発

電では,最新鋭の ものでも熱効率が約40%で,

ほぼこれが技術的限界 と言われている。この

壁 を打 ち破るものとして期待 されているのが

複合発電技術で,ガ スタービンと,そ の排気

か らの熱回収により作動するスチームタービ
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ンとを組み合わせた ものである。わが国にお

いてもシンプルサイクルのガスタービンによ

る複合発電が東京電力富津,東 北電力東新潟

の両発電所に導入され始めている。 この場合

の効率は約43%と 予想 されているが,ム ーン

ライ ト計画で推進 している本プロジェク トで

は,複 合発電に適 したレヒー トサイクルガス

ター ビンを開発 することによって効率55%

(LHV基 準)の 達成 を目ざしている。

このプロジェク トの中間目標 として効率50

%(LHV基 準)の バイロッ トプ ラン トの設

計製作が53年 度か らスター トした。このガス

タービンの高圧 ター ビン入口温度は1,300℃,

圧力は55気 圧,そ して中間で再熱燃焼(レ ヒ

ー ト)を 行 う世界で も例のない先端技術の採

用 で高効率化 と比出力の増大が図 られてい

る。パイロットプラン トは高効率ガスター ビ

ン技術研究組合が開発 を分担 し,58年 に工場

試運転を行った うえ,現 地運転及び実証運転

のため東京電力袖ケ浦発電所で59年3月 か ら

試運転研究に入っている。現地試運転では,

同期投入試験から全負荷運転まで行い,負 荷

時の安定性,信 頼性 を確保するための各種試

験,性 能試験及び研究開発機 として必要な確

認試験を行 う計画である。現在 までに総運転

時間約173時 間,最 大出力6万6千kW(定 格出

力10万kW),ガ スタービン入口温度 も1,250℃

とこの クラスでは世界最高を実現 している。

現在は,研 究開発機 として一つ一つ研究課題

の解決を積み上げつつあるところで,60年 度

も技術的知見を基積 しながら実証試験を継続

する予定である。

パイロットプラン トの開発 と並行 して超高

温耐熱部材やガスター ビン要素技術の研究開

発を進めてお り,こ れらの成果 を最大限取 り

入れ,熱 効率55%以 上を目標 とするプロトタ

イププラン トの概念設計が着々 と進められて

いる。このプラン トでは,高 圧ター ビン入口

温度 として1,400℃(部 材の耐熱温度 としては

1,500℃)が 計画 されてお り,本 プロジェク ト

で生 まれた開発合金による一方向凝固翼,水

噴霧冷却タービン翼,セ ラ ミックコーティン

グ翼,積 層冷却構造燃焼器など,高 温部へ革

新技術 を適用す る予定である。

需要地近傍への導入 も,高い効率が得られ,

クリーン燃料(天 然ガス)で あること等から

十分期待 されてお り,火 力新技術 として比較

的至近年度での実用化をめざすべ きであると

考えている。

3.2新 型電池電力貯蔵 システム

電気エネルギーは貯蔵が困難であり,そ の

ため需要に応 じて発電量を調節する必要があ

る。電力の需要は一 日の うちでも大 きく変動

し,午 後1～3時 のピークを100と す ると,深

夜(午 前3～5時)に は30～40に まで減少す

る。一方,大 型の発電所は一定の負荷 を保 っ

て発電 してこそ高い効率が得 られる。 また,

需要が最大になる夏期昼間に合わせた発電設

備を確保 してお くことは,発 電設備の面から

も無駄が多く,供 給 コス ト増大の原因ともな

る。従 って,夜 間に余剰電力を貯蔵 し,昼 間

ピー ク時にこれを放出 して負荷の変動に対応

すれば,設 備の効率的利用ができる(ロ ー ド

レベ リング)。また,電 力負荷率が向上す るこ

とにより,べ 一 ス電源 としての原子力,石 炭

火力等の代替エネルギー利用の電源の設置促

進効果が生 まれる。電力貯蔵の手段 としては,

現在揚水発電が実用化 されているが,遠 隔地

立地の傾向にあるため,送 電設備や送電ロス

一38一



等の無駄が多く,ま た自然環=境保護など立地

環境上の制約が今後 ますます大 きくなるもの

と予想される。このため,電 力需給のアンバ

ランスの是正と我が国のエネルギー需給構造

の速やかな脱石油化 を考えるならば,揚 水発

電に代わる効率のよい電力貯蔵 システムの開

発は急務である。このためムー ンライ ト計画

において,大 容量かつ高効率の新型電池シス

テムにより,オ フピー ク時に電力を電気化学

反応により貯蔵(充 電)し,ピ ー ク時に放出

(放電)す る所謂ロー ドレベ リング機能をも

っ新型電池電力貯蔵 システムの開発を55年度

か ら開始した。

新型電池としては,そ れぞれ特色を有す る

①ナ トリウムー硫黄電池②亜鉛一塩素電池③

亜鉛一臭素電池④ レ ドックスフロー電池の4

タイプについて開発 を行 っている。55～56年

度で要素技術の研究,57～58年 度でlkW級 を

製作 し,中 間評価を受け59～61年 度で10kW級

モジュール電池を製作する計画である。62年

度以降,電 力貯蔵システムに最 も適するとみ

られる新型電池を使用し,1,000kW級 の実証試

験を行 うこととなる。

新型電池の開発 と併せて,交 直変換装置 を

含む交流側電力系統への接続,制 御 ・保護に

関する最適 システムを目指す システム技術の

研究開発,ま た電力負荷形態 とシステムの所

要性能,最 適容量,最 適配置,環 境 ・安全問

題 経済性等の総合的な トー タルシステムの

研究を行っている。58年 末の第一次中間評価

では,エ ネルギー効率が80%を 超えるものも

開発され,心 強い思いをしている状況である。

60年 度は,4タ イプの電池についてそれぞれ

10キ ロワ ッ トにスケールア ップ し,ま た,

1,000キ ロワット級システム試験施設の建設,

試験設備の製作 ・据付を行 うなど,揚 水発電

代替をめざして,実 用化に向けてさらに開発

を進める予定である。

3.3燃 料電池発電技術

我が国のエネルギー需要のうち約36%は 電

力の形で利用され,し か もこの割合は着実に

上昇 していることから考えて,発 電システム

の省エネルギー化 とエネルギー供給源の多様

化を図ることの重要性は論を待たない。燃料

電池発電方式は天然ガスや石炭ガスを利用し

て発電効率40～60%を 達成 しうる極めて高効

率の発電方式で,実 用化されれば電力システ

ムの省エネルギー化及び石油代替 に大 きな貢

献 をすることが確実である。 また,部 分負荷

時も効率があまり低下 しないために,中 間負

荷やピー ク負荷用 として適 しているほか,排

ガスが少な くクリー ンで,騒 音や振動の心配

もなく,中小規模の設備でも効率が高いので,

大都市に近接して,或 いは都市内に分散 して

配置するのに極めて適 している。 これによっ

て全電気エネルギーの6%を 占める送配電 ロ

スを減 らすことができるほか,廃 熱を冷暖房

や給湯に利用する事によって総合熱効率を80

%に も上げることができ,一 層の省エネルギ

ー化が可能である。

ところで,燃 料電池とい う名がついている

が,蓄 電池のように内部 にエネルギー源を蓄

えている訳ではなく,電 池の陰極に天然ガス

や石炭ガスから作った水素を,陽極に酸素(空

気)を 供給すると,ち ょうど水の電気分解の

逆の反応で電気が発生するもので,両 極の間

でイオンを運ぶ役目をする電解質によって,

いろいろなタイプの燃料電池がある。56年 度

からムー ンライ ト計画で開発 しているのは,
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次の4種 類のものである。

まず計画の中心をなすのは,こ れらの中で

最 も実用化が近いと考えられ,第 一世代の燃

料電池 と言われるリン酸型である。これは天

然ガスを使 うことを想定 して,立 地条件やエ

ネルギー供給役割などの差 異のあ る2方 式

を,NEDOを 主体 として開発 している。

その1つ は,都 市内への分散配置用で,実

用プラン ト規模は1～ 数万kW,電 池は190℃,

4気 圧程度で動作する低温低圧型で,40%以

上の発電効率を目標 としている。他の1つ は,

火力発電代替用 とも言 うべ き集中配置型で,

ユニッ ト容量10万kW以 上,205℃,最 大8気 圧

程度の高温高圧型で,目 標発電効率は42%以

上である。これまでは電池本体や天然ガスを

水素に変える改質装置などの要素技術の開発

を推進 し,59年 度からは1,000kW発 電プラン ト

の設計製作に着手している。60年 度には両方

式一基ずつ1,000kW発 電プラン トを建設 し,61

年度には運転研究を行い,リ ン酸型燃料電池

発電 システムの実用性 と将来性を実証するこ

とができるもの と考えている。

リン酸型燃料電池は,数 ある新エネルギー

の中で も実用化への強い期待 と要請 を受けて

お り,ム ーンライ ト計画推進室では,実 用化

のための要素技術の見通 しや,本 格的な実用

化時代を想定 した場合の経済1生評価に本腰を

入れて取 り組んでいる。昨年4月 来,研 究開

発官を中心に,今 後の技術開発の方向 ・課題

のとりまとめがなされ,経 済性評価の前提条

件 として必要な将来の需要予測(表3)を 行

った。

燃料電池発電システム としての経済性評価

は,今 年の夏をめ どに とりまとめる予定で,

検討作業の成果が期待されるところである。

表3燃 料電池の年平均想定導入量

単位:万kW/年

期 間

用 途

昭 和[年]

66～70 71～75 76～80

電 気 事 業 用 70 130 300

オ ン サ イ ト形 14 68 121

計 84 198 421

昭 和66～80年 累積 導 入 量

電 気 事 業 用2,500万kW

オ ンサ イ ト形1,000万kW

総 計3,500万kW

第二世代の燃料電池 と言われる溶融炭酸塩

型は発電効率が45%以 上,排 熱でスチームタ

ー ビンを回せば50%以 上 と高 い効率が得 ら

れ,ま た石炭ガスが使えるなど魅力的な方式

であるが,約650℃ と高温で腐食性の強い溶融

炭酸塩にさらされるなど条件が厳 しく,61年

度 までに10kW級 のベ ンチプラン トを製作 ・運

転する事を目標に開発 している段階である。

その他,安 定化ジルコニアを電解質とする

第三世代の固体電解質型や,水 酸化カ リウム

を電解質 とするアルカリ型も開発を進め,将

来の実用化 を目指 している。

3.4汎 用スターリングエンジン

18世紀以降の産業の発達 と社会の変貌の要

因が科学技術の進歩にあ り,特 に熱エネルギ

ーを機械的あるいは電気的エネルギーに変換

する,所 謂エネルギー変換技術に負うところ

が大 きい。蒸気機関に始まり,デ ィーゼルエ

ンジン,オ ットーエンジン,ガ スター ビン,

原子力機関など広大で高度な技術が現在の経

済社会を支えている。この様な状況か ら見れ
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ば,も はや他の原理の熱機関が市場に入 り込

む余地は無いのではないか とさえ思えるが,

約50年 前オランダのフィリップス社により開

始 されたスター りングエ ンジンの研究開発

は,年 を追っ}ζ各国に波及し,現在では米国,

英国,ス ウェーデン,西 ドイツ,フ ランス,

そして我が国など多 くの国で積極的な研究開

発が行われて来ている。

我が国では,比 較的遅れている民生部門(特

に冷暖房及び給湯)等 の省エネルギー化,石

油代替化に寄与することを目的に57年 度から

ムーンライ ト計画における汎用スター リング

エンジンの研究開発 をスター トした。1816年

英国人の牧師ロバー ト・スター リングにより

発明されたものの,内 燃機関の急激な発達に

より駆逐されていたも、のが,最 近の材料技術,

シール技術等の急速な発達 に伴い,ス ター リ

ングエンジンの持つ高効率性,燃 料の多様化

性,低 公害性が見直 され,表 舞台に急浮上 し

て きたものである。

スター リングエンジンの作動原理は相当難

解だが,従 来の内燃機関と大 きく異なる点は

次の様になろう。

①スター リングエンジンは所謂外燃機関であ

り,燃 料はシリンダー外部の燃焼室で燃焼

され,発 生 した熱エネルギーは熱交換器 を

介 してエンジン内部に密封されている作動

流体(ヘ リウム,水 素など)に与えられる。

②サイクルは理論的には等温変化 と等容積変

化によって形成され,そ の熱効率はカルノ

ー効率(理 想的サイクルの効率〉に極めて

近 くなる。

これ らの結果,こ のエンジンは高効率,低

騒音及び低排気エ ミッション,燃 料 多様性な

どの優れた機能を発揮する。このため,従 来

盲点とされていたエンジンの使用可能領域の

一般住宅までの拡大が可能 となる。

勿論内燃機関で もこのことはある程度可能

であるが,低 公害性 と燃料の多様性 を持つス

ター リングエンジンのポテンシアルは極めて

注 目されるところである。 このような使用領

域の拡大は,従 来の一次エネルギー→電力→

機械エネルギー というエネルギー利用形態 を

一次エネルギー→機械エネルギー(排 熱 も利

用可)の 形に変 えることになり,エ ネルギー

の利用効率を著 しく高め ることができる。更

に,木 質燃料など従来エ ンジン用 としては用

い得なかったローカルエネルギー も利用可能

になるなど,将 来のエネルギー問題に対 して

有効な技術手段 とな り得 るものである。

ムーンライ ト計画では,昭 和57年 度にこの

プロジェク トを発足させて以来,家 庭用冷暖

房 ヒー トポンプ駆動源(3kW級2方 式),業 務

用冷暖房 ヒー トポンプ駆動源(30kW級)及 び

産業用小型動力源(可 搬式発電機の動力等30

kW級)の4方 式について,基 本エンジンとも

言 うべ き原型エ ンジンの試作 を行ってきた。

59年度末には産業技術審議会省エネルギー技

術開発部会評価分科会(大 島恵一委員長)に

おいて,こ の基本エンジンの試作機による中

間的な評価が行われ,出 力及び熱効率につい

ては,現段階で期待される水準に達 してお り,

今後は性能の一層の向上 と小型軽量化,耐 久

性 ・信頼性の向上により,開 発目標の達成は

十分期待で きるとの とりまとめがなされてい

る(60年3月)。

60年 度からは,限 界設計の薄肉小型軽量化

を図った実用型エンジンの試作研究に入 り,

同時にスター リングエンジンの実用化に不可

欠な利用システムの開発に着手する予定であ
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る 。

3.5ス ーパーヒー トポンプ ・エネルギー

集積システム

このプロジェク トはムーンライ ト計画のニ

ューフェイスで,59年 度から開始 している。

このプロジェクトの 目的は,夜 間余剰電力を

用 い,大 気 中や廃熱の熱エネル ギー を高効

率 ・高密度に増倍貯蔵 して,昼 間のエネルギ

ー必要時に温熱又は冷熱 として取 り出すこと

により,大 型 ビル空調,大 規模地域冷暖房 ・

各種産業プロセス加熱等の大規模熱源 として

利用し,電 力の負荷平準化 に資するスーパー

ヒー トポンプ ・エネルギー集積システムを開

発することであ り,こ のため,超 高性能圧縮

式 ヒー トポンプ及びケ ミカル蓄熱の各要素技

術の研究開発 を行いこれらの成果 を統合 した

最適 な トー タルシステムの開発及び運転研究

を行 うこととしている。 目標 とする実プラン

トの規模は,出 力熱量3万kW級 であ り,一 基

で5,000戸 規模の住宅団地の冷暖房給湯 を行

うことができる大容量のものであるが,こ れ

は概念設計 まで行 うこととしてお り,実 際に

研究開発を行 うプラン トは1,000kW級 までで

ある。これでも8～10階 建のビルの空調能力

に相 当し,こ の規模での実用化 も十分考えら

れる。

要素技術のうち,超 高性能圧縮式ヒー トポ

ンプについては,COP(成 績係数:出 力エ

ネルギーの駆動エネルギーに対す る比率)を

現状の2倍 に飛躍させる高効率型 とCOP値

を現状の最高値 より下げることな く,150℃ 又

は300℃ 程度の出力を得 ることので きる2タ

イプの ヒー トポンプ を開発す ることとしてい

る。COPを 現状の2倍 にす るという高効率

化のためには,作 動媒体及び熱交換器の高性

能化が開発のポイン トになり,非 共沸混合媒

体や,小 温度向流多段熱交換器,EHD効 果

(電界をかけると熱交換効率が向上する)を

利用した新型熱交換器の開発,そ の他圧縮機,

膨張器,シ ステム等の効率改善等を行 う予定

である。また,在 来の ヒー トポンプでは,媒

体が110℃ 位で分解 し使用で きないが,フ ッ化

アルコール系等の新規媒体の採用,同 軸多段

圧縮機等新圧縮方式の開発その他 によ り,

300℃ までの高温出力を達成する計画である。

化学反応を利用 した蓄熱技術については,

スウェーデンのTEPIDUS計 画(硫 化ナ トリ

ウムー水系)や,ア メリカのロケッ ト研究所

における硫酸の水希釈熱を利用 したシステム

等の研究例がある。 まだ世界で実用化された

経験はないが,従 来の顕熱又は潜熱蓄熱 と異

な り,化 学反応熱を出力として取 り出す もの

で,従 来の方式に比べて蓄熱密度が5～10倍

高 く大 きなスペースを必要 としないため,ビ

ル等への適用性が格段に広が り将来の最 も有

望な蓄熱方式 と考えることがで きる。 もちろ

んケ ミカル蓄熱には,高 温蓄熱の他に化学物

質を冷熱 として貯 える冷熱蓄熱があり,本 プ

ロジェク トではこの両方式の研究開発 を並行

して進める予定である。高温蓄熱には臭化 カ

ルシュウムの水和反応等,冷 熱蓄熱にはフロ

ン等の液化ガスの水和反応等が考えられてい

る。

前述の新型電池電力貯蔵システムが,供 給

サイ ドからの負荷平準化技術であれば,本 プ

ロジェクトは,需 要サ イ ドか らの負荷平準化

効果をもたらす技術 として高い期待が持たれ

ている。

60年度には,超 高性能圧縮式 ヒー トポンフ

一42一



卜
ω

図2 大型省エネルギー技術研究開発の長期開発計画

研 究 順 目
年 度

ガ

ス
タ
ー

ビ
ン

高

効

率

シ

ス

テ

ム

新
刑-電

池
電
力
貯

燃

料

.電

池

発

、電

技

術

エ

ン

ン

ン

汎
用

ス
タ
ー
リ

ン
グ

エ
ネ

ル
キ
ー
集
積

シ
ス
テ
ム

ス
ー

ハ
ー
ヒ
ー
ト
ボ

ン
プ

・

超高胤耐熱材 料,ガ スター ビン1, 要素技術等

ガス タービ ンブ ラン ト 【ガ スタ
2.一 ビン単体出 力1〔1万kW級)の 試

作運 転

トー タルシ ステムの研 究3. 〔環境 保全含)

新 型電 池の研究開 発(ナ トリウ
1.ム ー硫 黄,亜 鉛一 臭素,亜 鉛一

塩素,レ ド/ク ス ・フロー型〉

システム技術の研究開 発 〔サン2. ブル鉛 蓄電池 インバー タ等)

新型電 池電力貯蔵 システム実証3
『試験(1

,00【)kW級)

4.ト ー タ ル シ ス テ ム の 研 究

1.リ ン 酸 型 燃 料 電 池

2,溶 融 炭 酸 塩 型 燃 料 電 池

3.固 体 電 解 質 型 燃 料 電 池

4.ア ル カ リ 型 燃 料 電 池

5.ト ー タ ル シ ス テ ム の 研 究

スター リン グエ ンジンの試験評1
. 価に関 する研究

2.エ ン ジ ン の 研 究 開 発

3.利 用 シ ス テ ム の 研 究 開 発

4.燃 料 多 様 化 の 研 究

i.媒 体,材 料 等 の 研 究 ・評 価

2.シ ス テ ム 試 作 運 転 研 究

(1)シ ステム化研究

〔2〕要 素技術の研究

(イ)ケミカル蓄熱技術

(ロ)超高性能圧縮 ヒー トポ ンプ

{3)ハ イロ/ト システムの試作
運 転研 究

3.ト ー タ ル シ ス テ ム の 研 究

53 54 55 56 57 58 59 60 61

L___麗 置聲_.____恕 酎 熱材参},要 素技術等の研究開 発1π7π 〒▼一

1
-T

パ イロ ノトタイプブ ラン ト[愁三昼 　}　

(総 合熱効率約50%LHV>

lil 1
._占㎜}麗 忍

1 1

、蓬黙繍 蘇 亡,騨加 　 璽贋滋

臨"i
τ　 一 　

62

i 1 「 1

一Lt7T胃 丁=
一一一 箒

倭丘 堕 直=窺 ご三i;ぎ=1:E::ご=::三;';i;:虚≧::聖 毒:≦孟遭:量 猛:上 三舜 椰:不:苓;甲:・:・:・:・:幽:i:':」 ∬:琴 狸:趣 聾 置 瓶=・:・:・:・:・=・=・:・:=:::・耳 ・頁亭1忌=藷 琴:t・1亭三葱.硬 邑:虚 盆i・1・f:三・・

'"止 ≧1
.劃 要 素研 究 彫三鍵 渥

醍1kW級 開 発 ・=・;幽・:・:豆詫こ・

1
三。:嚢=蟹塾,聖銅 システム解析 ・設計「一 巫 τT7三≧

・一 ・:::10kW級 開 発 …;く 過 上 達:・:'=・:・=■:・:・

1

63

覇 設計 ・製作 ・: =';濠」システム試験 匿亜 .訟

1

64 65

T
.匙琴聖聴琴轟豊丞星運一廼一丁一『只麗 迷五置 醗一湿団 負荷パターンの解析,最 適容 量,環 境適応性.安 全性,経 済性,信 頼性 等の研究:・:…'.9理嘉竃.亙.亙.._一 」亜..息 曇一,

陣 ・幣一 型 一 甲一
巨;飼要素研究匿直i璽蔑}-r-一 一一 垂直璽腿.互 臨

i
恋雛坐⊇:臨 互i三茎蝋 蓬塾.礪 実証試験(1,000kSV級):・:・:・:

盤麗 塾盈 要素研究匿範 ・瓶 烹一・・

1 ユ
1べ.チ 1一'.プ ラ

ン ト(IOkwth)匠 量

[
夢再:.:.下衰一 ・.冠ilヌ.雇,__監姻 要素研 究 〔数10ゆW級)

匪 ↓棚 。鰍 、1。麗 壷 礪 魎::

臨 当。。テ。の。__

『▼

概念設計 一_

システム試験方法並びに評価E戴 … …...… 竃浜_..・ …'・

1,-t」 1』 「
詳細 ・改良設計並びに要素評価

Il
隠 「'聯 運轍 ぴ実証試羅 「

・:羅:・ 概 念及び詳細設計=':・:適 麹 試作運転及び実証試験

Il

.皿 一L_tJ

..・.・.憲.置.■・、・,・.∵.・.翌 燃 料 多 様 化 機 器 の 試 作 研 究 圏 ≧''''''"障;▼777'flT'

66

:τ=照 作動媒体,化 学 反応系, 機構,材 料等の研究,評 価 匠 慨 寒冷地用等 システムの研 究 ・評価,総 合評価 顕"ジ:蓋i・.

・:・::二=:ヨシ ステム最適化研 究 睡 制御技術の研究 巨三一 一

ベンチプラント

饗 野 の研撮 ベン栃 ト1作運転研馴
要素脚 繍 齪　 ント欄 州

旨
・㌦:・"L週 ・=・;'㌔:・"・"三ニー''":・ ㌦'・'・'●'

(10,000Kcal級)

(10E)klV級 〉

3万kSV'級実規模脚コプラント概念設計 睡
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ハイロソトシステムの
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及びケ ミカル蓄熱技術に関する媒体,材 料,

圧縮機等構成機器 といった要素技術研究開発

を本格化させ,実 効性のあるプロジェク トに

仕上げたいと考えている。(たつた よしの り

通産省工業技術院ムーンライ ト計画推進室総

括班長)
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ロー カルエ ネルギー 開発利用の現状

福 井 文 彦
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1.は じ め に

昭 和55年 度 よ り,国 を 中心 と して ロー カ ル

エ ネ ル ギー の 開 発 の積 極 的 推 進 が 図 られ,約

5年 が 過 ぎた 。 そ こ で,こ の 間 の 経 過 を 辿 る

と と もに,開 発 利 用 の 現 状 及 び今 後 の 目通 し

な ど につ い て 述 べ る。な お,ロ ー カル(地 域)

エ ネ ル ギ ー と い う言 葉 は 日本 で の 造 語 で あ

り,例 え ば 米 国 で は 自 然 再 生 エ ネ ル ギ ー

(RenewableEnergy)ま た 広 義 的 に ソ フ トエ

ネ ル ギー な ど と呼 ば れ て い る もの に あ た る 。

表 一1に ロー カ ル エ ネ ル ギー 関連 年 表 を 示

す 。 ロー カ ル エ ネ ル ギ ー 開 発 利 用 の 推 進 が 図

られ た背 景 には,昭 和48年 秋,原 油価 格 が バ

レル 当 り3ド ル か ら11ド ル に値 上 げ され た 第

1次 の オ イ ル シ ョ ッ ク,さ らに昭 和54年 に 同

じ くバ レル 当 り10ド ル 台 の 原 油 が 一 挙 に30ド

ル 台 に値 上 げ され た 第2次 の オ イル シ ョ ッ ク

が あ る。

思 想 的 な 背 景 と して は,大 規 模 集 中型 の ハ

ー ドエ ネ ル ギー 利 用 に 対 し
,自 然 エ ネ ル ギ ー

利 用 へ の移 行 可 能 性 を示 唆 した エ イモ リー ・

B・ ロ ビ ン ス の 「ソ フ ト・エ ネ ル ギー ・パ ス 」

(1977年)が 重 要 な役 割 を果 して い る も の と思

われる。 また,日 本において も同じ頃,「地方

の時代」の創造や,「国園都市国家構想」など

地方の振興計画構想が打出され,こ れ らとも

相 まってその開発推進が図られたもの と思わ

れる。

このような状況のもとに,昭 和55年4月 通

産省資源エネルギー庁内に石油代替エネルギ

ー対策課が設置され,全 国レベルでの各種調

査が開始 され,今 日に到っている。いわゆる

この年昭和55年 をローカルエネルギー元年 と

呼んでいる。

2.ロ ー カ ル エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム と は

ローカルエネルギー システムとは,我 々の

身近 に存在 し,か つ在来のエネルギー供給に

は必ず しも乗 りにくかったエネルギー資源に

ついて,地 域社会を中心に,地 域のエネルギ

ーの利用実態に即応 した需要 とそれに対応 し

た供給 とを有機的に結びつけた小規模かつ地

域分散形のエネルギー供給システムである。

その対象 となるエネルギー区分は,表 一2に

示す とお りであり,多 岐に亘るエネルギー種

別 を対象 としている。

ローカルエネルギー システムの持つ特徴 と
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表1 ロー カル エ ネル ギー関連 年表

昭和 年 月
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⑳
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初

4

7
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10

4

6

10

4

年

4

5

9

10

鋤

7

1

7

8

8

8

8

9

9

9

9

0

2

3

3

3

3

4

4

4

5

5

5

5

5

5

6

9

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

事 項

(財)日本エネルギー経済研究所 発足

ローマ クラブ 「成長の限界」出版

シューマ ッハー 「SmallisBeautiful」(人 間復興の経済)出 版

通産 省 資源エネルギー庁 発足(以 下 「エネ庁」 と略す)

オ イルショック(第1次)

石油二法 施行(石 油需給適正化法,国 民生活安定緊急措置法)

D・ ディクソン 「AlternativeTechnology」 出版

総合研究開発機構 発足(特 殊法人 「総合研究開発機構法」 による)

電源三法 公布(電 源開発促進法,発 電用施設周辺地域整備法,電 源開発促進対策特別会計法)

サ ンシャイン計画 開始

石油備蓄法 公布

エ イモ リー ・B・ ロビンス 「SoftEnergyPass」 出版

(財)エ ネル ギー総合工学研究所 発足

エネ庁 省エネルギー対策課 設置

ムーンライ ト計画 開始

(財)省エ ネルギー センター 発足

「地方の時代」の創造 を提唱(長 洲一二 ・神奈川県知事)

オイルシ ョック(第2次)

エネルギーの使 用の合理化に関す る法律(省 エネ法)施 行

エネ庁 石油代替 エネル ギー対策課 設置

石油代替エネルギー対策元年(ロ ーカルエ ネルギー元年)

「国分 市をモデル とした ローカル ・エネルギー ・システムの調査研 究」(IAE)

石油代替エネルギーの開発及び導入の促進 に関する法律(代 エネ法)公 布

(財)新エ ネルギー財団 発足

新エネルギー総合 開発機構 発足(特 殊法人 「代エ ネ法」による)

N・ ジ ョー ジェスク=レ ーゲン 「経済学の神話一エ ネルギー ・資源 ・環境 に関する真実」出版

エネ庁 省エネルギー石油代替エネルギー対策課 設置(省 エネ課 と石油代替課 が合併)

しては,通 常3Cの エネルギー と呼ばれると

お り次の3点 が掲げられ る。

①Cleanな エネルギー

自然エネルギー利用が中心

廃棄物エネルギーの利用等を通 じ環境

へのインパ クトを軽減

②Creativeな エネルギー

造エネルギー活動への参画によ り,従

来の受動的な立場から能動的な立場に立

つ

③Communityの エ ネ ル ギ ー

地域社会の需要用途に応 じた小規模,

地域分散型供給 システム→地域還元性 ・

地域福祉性の高い地域完結的なエネルギ

ー供給 システム

また反面,そ の開発利用に当っては以下に

示す問題点 もある。

① 情報 ・データの不足

賦存量,可 採量等についての基礎的デ

ータの不足,用 途,利 用の仕方等につい

ての情報や成功事例等の情報の未整理

② 技 術
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表2 ロー カルエ ネル ギー とその変換 利 用例

エ ネル ギ ー 区分 エ ネ ル ギ ー 形 態 エ ネ ル ギ ー 変 換 利 用 例

太陽熱発電
熱 エ ネ ル ギ ー

太陽熱多 目的利用
1.太 陽

(ソ ー ラー シ ステ ム)
光 エ ネ ル ギ ー

太陽熱発電

風力発電
2.風 力 運 動 エ ネ ル ギ ー

風力 多目的利用

中小水力発電
3.中 小 水 力 位 置 エ ネ ル ギ ー

中小水力多 目的利用

地熱発電
4.地 熱 熱 エ ネ ル ギ ー

地熱 多目的利用

アル コール燃料利用

5.バ イ オ マ ス 化 学 エ ネ ル ギ ー (メ チ ル ・エ チ ル ア ル コー ル)

バ イオガス利用

波力発電
運 動 エ ネ ル ギ ー 波 力

波力 多目的利用

潮汐発電
6.海 洋 位 置 エ ネ ル ギ ー 潮 汐

潮汐 多目的利用

温度差発電
熱 エ ネ ル ギ ー 温 度 差

温度差多 目的利用

潮 ミ焼却
ゴ ミ焼却発電

廃 熱 ゴ ミ焼却廃熱 多目的利 用

工場発電 工場廃熱発電 ・炉項圧発電等
7.廃 熱 利 用 熱 エ ネ ル ギ ー

所廃熱等 工場 ・発電所廃熱 多目的利用

LNG気 LNG気 化冷熱発電

化冷廃熱 LNG気 化冷熱 多目的利用

厨芥 ゴ ミ ゴ ミ処理 メタン発酵ガス利用

家 庭
プラスチ

廃 棄 物 ゴ ミ処理 乾留ガス利用
ッ ク 類

化 学 人 間 下水(し 尿)処 理 メタン発酵ガス利用
8.廃 棄 物 利 用 排せつ物

エ ネル ギー 動 物 蓄産廃棄物 メタン発酵 ガス利用

廃 液 工場廃液 メタン発酵ガス利用
工 場

廃 棄 物 木 質 系
木質系廃棄物燃料利用

(オ ガ ライ ト)

化 学 エ ネ ル ギ ー 水 素 燃料電池発電(NG利 用)

9.シ ステ ム利 用 コ ミ ュ ニ テ ィ ・エ ネ ル ギ ー ・シ ス テ ム

複 合 化
トー タ ル ・ユ ー テ ィ リ テ ィ ・シ ス テ ム
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低密度のエネルギー,不 安定なエネル

ギー→採取効率の向上,貯 蔵,シ ステム

制御,輸 送等技術の確立により良質で安

定的なエネルギーへの転換技術の促進

③ コス ト

システムの効率が低 い。機器等の標準

化,量 産化の遅れ→在来エネルギー供給

システムに比 し割高

④ 制度 ・事業主体

必要性についての認識不足。情報,経

験の不足及び普及啓発や共同事業化等の

組織主体の未確立

⑤ 運転 ・保守管理

3.ロ ーカル エネル ギー開発利 用の現状

ローカルエネルギー開発利用の現状調査結

果 を図一1に 示す。同調査 は,昭 和58年9月

通産省において実施 された ものであるが,同

図に示す とお り利用総件数は2,159件 で,年 間

の重油換算使用量は2,387千klと なっている。

昭和57年 度における我が国の原油換算一次エ

ネルギー使用量が3.88億klで あることから,

今回調査 による利用量2,387千klは0.6%に あ

たるこ とになる。

各エネルギー源 ごとの開発利用の特色 を概

観すると次の とお りである。

(1)太 陽エネルギーは,地 域的分布の偏差

性 も少な く,利 用機 器も取 り扱いが容易

であることか ら,民 生用の給湯,暖 房,

ハウス等の加温に多 く利用されている。

また近年太陽光電池の利用 も増えてい

る。

(2)風 力エネルギーは,分 布 において地理

的,時 間的偏在性を有 し,現 有技術では

採取 し得るエネルギー密度も低いため,

利用件数 は少な く,現 在のところ,小 規

模の発電,そ の他への利用が実施 されて

いる。

(3)中 小水力エネルギーは,ほ とんどが発

その他

40(1.9%)

風 力60

(2.8%)

廃棄 物

274

(12.7%)

「

廃tl、

283

(13,1%)

太 陽

1,090

(50,4%)

劇開発利用件数(件)

合 計 ・2,159件

そ の 他55

(2.3%)

風 力0.2

(0.0%)

太 陽

　ヨ　

(0.6%)地
,

232

(9.7%)

廃棄 物

465

(19.5%)

廃tlt、

516

(2L6%)

中 小 水 力

i,105

(46,3%)

lb重 油 換算使 用量(千ke)

2,387千k2/年

図1ロ ー カ ル エ ネ ル ギ ー 開 発 利 用 の 現 状
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電目的に利用されている。

(4)地 熱エネルギーは,暖 房,給 湯,加 温,

発電,そ の他(農 漁業等)等 幅広い分野

で利用されている。

(5)廃 熱エネルギーの利用としては,ゴ ミ

焼却場,工 場等か らの廃熱利用,ま たは

LNG気 化冷廃熱利用などがあり,給湯,

暖房,発 電等多目的な利用に供されてい

る。

(6)廃 棄物エネルギーは,農 蓄産廃棄物等

によるメタン発酵及び木質系廃棄物から

の燃料製造など既に実用化 しており,用

途は産業用の加温を中心に数多く利用さ

れている。

(7)バ イオマス,海 洋,そ の他のエネルギ

ー利用はまだ試験 ・研究
,実 証化の段階

にあ り,利 用件数は少ない。

これらの うち,現 状の利用件数 も多 く,ま

た今後もその利用が期待 される太陽,地 熱及

び廃熱エネルギーについて事例を交えながら

以下に述べる。

4.太 陽 エ ネ ル ギ ー

太陽エネルギーは,熱 と光の利用に分 けら

れる。この うち,熱 エネルギー利用の代表的

なもの としては,家 庭用 をは じめ とした太陽

熱温水器がある。太陽熱温水器は,昭 和30年

代から利用されている最 も古いシステムであ

るが,現 在の普及率 は約10%程 度である。こ

れは余談になるが,家 庭用の電器製品などの

例によれば,一 般 に普及率が20%を 越えると

それ以降は加速的 に普及す ると言われてい

る。 この点か ら見れば,太 陽熱温水器は未だ

その領域に達 していないと言える。

一方,光 エネルギー利用では太陽電池の利

用がめ ざましい。我が国における太陽電池の

生産量の推移を図一2に,ま た用途別の分類

を図一3に 示す。図一2に 示す とお り,太 陽

電池の生産量は毎年急激な伸びを示 している

が,例 えば昭和58年 度における生産量は4,826

kWpで あ り,昭和51年 度からの累計生産量は

約8,500kWpで ある。これらの生産量の中に

は,輸 出分 も含 まれているが,半 分以上は国

内需要分であると思われる。なお,世 界の生

産量から見た場合,昭 和58年 度で生産量が最

も多いのは米国で,世 界の総生産量の約63%

を占めてお り,次 いで 日本の19%,欧 州の16

%及 びその他2%の 順 となっている。

生産量(kWp/年)

5t

52

53

54

55

56

57

58

(年度

図2太 陽電池生産量の推移
出所:㈲ 光産業技術振興協会資料

用途別 に見ると,電 力用に比べ民生用の比

率が高い。民生用の中では,図 一3((C)欄)

に示す とお り電卓用が主流である。同様に,

電力用については一般電力,通 信,照 明及び

宇宙用の順 となっているが,最 も割合の多い

一般電力では大半がNEDOな どを中心 とし

た官需で占められている。

以上 は,太 陽電池の生産側か らみた統計で

あるが,次 に設置状況についての調査結果 を

表一3に 示す。同表に示す とおり,現 在,全

・51010P。1早0
2。po

～～

5010

影＼
】85.8

鋤/

電力用 民生用

面

648

万 ㎜

4826

__」 ■ ■■■■■ ■1024

一/難

仁
(AMLO,100mW/酬 下 における出力に換算して衰示 したものである
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(a)材科別生産量

(b)用途別生産量

… 鵬 生産量

…藷 書

多結 品S旦1096
.9kWp448kW

p(22
.796}(9 .3%)

GaAs2.5kWp

(0.05%)
SeO.3kWp
(0.006%)

電力用1164.2kWp24.1%)

民生 用3537.5kWp(73.3%}地上用1164,1kWp

(24.1%)
8一 鴇 用0

・lkWp(0・002%)し 研

電力用 民生用
一般竜 力①

900.lkWp(18.7%)
電卓 用

3403.8kWp(70.5%)
他

・ 昌 飛一127
.

(2.6

通信②蹴 ド 毛羅 ③襯1宇 宙用 時計撒 一

フラットパネル4772kWp(98,9%)

竜 力用

1164.2kWp(24.1%)

民生用

3537.5kWp(73.3%)

研究用70.3kWp一L亀 一

研究用124.7kWp

(2.6%)

127.7kWp

(26%)

(1.5%)①系統電力・揚水ポンプ・蓄電池充電・防蝕用等 ③灯台・街路灯・交通標識・公共時計用等

②無線中継・テレメータ・緊急電話用

図3太 陽電池の用途別分類(昭 和58年 度)

太 陽電 池の 設置状 況

(昭和59年5月 各通産局調べ)

集 光型54.5kWp

(1.1%)

表3

一般 用 警察 海上保安庁 建設省 郵政省

件(基)数 324 1,292 139 407 8

総 数 2,170件

注)1.ア ンケー ト方式の調査であるため,全 数把握は

なされていない。

2.実 験施設 を含む。

3.利 用々途
一般用:街 路灯

,太陽時計,BGMシ ステム,

水中 ポンプ,山 小屋 キャ ンプ場 照

明,TV・ ラジオ中継局,無 線中継

局,気 象観測用テ レメー タ,噴 水,

海水淡水化プラン ト

警 察:可 変交通標識 路側可変標識

海上保安庁:灯 台,航 路標識用

建設 省:雨 量水位観測所,テ レメー タ

郵政 省:太 陽時計

国 で2,170件(基)の 太 陽 電 池 利 用 設 備 が 設 置

され て い る。ま た利 用 々途 は,同 表 注)3に 示

す とお り各分 野 に わ た り多用 途 に 利 用 さ れ て

い る こ とが うか が え る。 地 域 的 に は,既 存 の

電 力 系 統 網 が 十 分 で な い 遠 隔 地 や,ま た 美 観

等 の 問 題 か ら公 園 ・街 路 な どで の 利 用 が 多 く,

規 模 的 に は 消 費 電 力 が 小 さ い 領域 で の 利 用 が

目立 っ て い る。

出所:働 光産業技術振興協会資料

設置例の一例 として,京 都鴨川べ りの街路

灯を図一4に 示す。(*)本街路灯の螢光灯定格

電力は10W(8時 間点灯)で あるが,日 射量

の不安定性等を補充する目的から太陽電池モ

ジュールは40Wpの ものが,ま た蓄電池は約

1,600Wh容 量の設備か ら構成されている。

,ダ

U

、

/

'

'ミジ

"''"ミ モ・・

、.ピ 搾'

図4太 陽電池街路灯

注)(xに れ は,昭 和56年 に設置 された もの であ り,河 畔の

歩道 に20in間 隔に34基 が取付け られ ている。
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5.地 熱 エ ネ ル ギ ー

地熱エネルギーは,地 熱発電 と熱水の利用

に分けられる。

地熱発電にっいては,昭 和59年4月 現在で

全国に9ヶ 所の発電所があり,出 力合計は約

22万kWで ある(表 一4参 照)。

一方
,地 熱水は古 くからの 「温泉」 として

の利用の他 に,農 水産業をはじめ,工 業,地

域給湯(暖 房)ま た寒冷地での融雪などに多

目的に利用されている。

このうち 「温泉」の利用については,近 年

人々の健康問題に対する意識の高揚などとの

関連から,温 泉のもつ治ゆ効果 を積極的に活

かす利用施設クアハウスの利用も目立ってい

る。 クアとは,ド イツ語で治療 とか保養 とい

う意味であ り,ク アハウスは直訳すれば治療

のための家 となるが,西 欧特に西 ドイツを中

心に発達 した もので,現 在,我 が国で も十数

ヶ所の施設が建設されている。

地熱水の地域給湯利用は,農 水産業及び工

業面での利用ほど数は多 くはないが,全 国各

地でみられる。次に,代 表的な例 として鹿児

島県指宿市における市営給湯事業の概要を紹

介する。

指宿市は,古 来から 「畑ほれば出湯畑に湧

き,磯 ほれば磯に も湧き出る指宿の里」 と詠

まれているとお り,南 九州最大の温泉郷 とし

て有名である。当地での地熱水の地域給湯利

用の歴史も古 く,昭 和の初期か らその事業が

開始されている。指宿市営給湯事業の概要 を

表一5に,ま た配管系統図を図一5に 示す。

表一5に 示すとお り,指 宿市街地の2地 区

で一般民家 を中心に約660戸 を対象として,地

熱水の配湯事業が行なわれている。井戸の深

さ10m未 満の9本 の泉源から,温 度65～85℃

の地熱水 を汲上げ(一部 自噴),送 湯元で高架

タンクに貯湯したのち自然流下方式で各家庭

へ配湯を行っている。 また,民 家1戸 当 りの

年間の給湯負荷 を3Gcalと してその石油代

表4我 が 国 の 地 熱 発 電 所

(昭 和59年4月 現 在)

会 社 名 発電 所名 所 在 地 出 力(kW) 運開年 月

日 本 重 化 学 工 業 ㈱ ※松 川 岩手県松尾村 22,000 41年10月

九 州 電 力 ㈱ 大 岳 大 分 県 九 重 町 12,500 42年10月

三 菱 金 属 ㈱ ※大 沼 秋 田 県 鹿 角 市 10,000 49年6月

電 源 開 発 ㈱ 鬼 首 宮 城 県 鳴 子 市 12,500 50年3月

九 州 電 力 ㈱ 八丁原 大 分 県 九 重 町 55,000 52年6月

日 本 重 化 学 工 業 ㈱

東 北 電 力 ㈱
葛根 田 岩 手 県雫 石 町 50,000 53年5月

㈱ 杉 乃 井 ホ テ 几 ※杉乃井 大 分 県 別 府 市 3,000 56年8月

道 南 地 熱 エ ネ ル ギ ー ㈱
北 海 道 電 力 ㈱ 森 北 海 道 森 町 50,000 57年11月

大 和 紡 観 光 ㈱
※霧島国

際 ホテル
鹿児島県牧園町 100 59年2月

合 計 9ケ 所 215,000

(注)※ 印は自家発電
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表5指 箆 市 営 給 湯 箏 業 の 概 要
ノ/

地 区

項 目
湯 の 里 ノ

。〆
ピも「

冨〆ヒ 摺
ケ 浜 備 考

使 用 開 始

←
「弔

昭和11年11月 昭和32年4月

泉 源 7本 2本
深 さ10m未 満

温度65～85℃

給 湯 戸 数 420戸 241戸

(内 訳)

旅 館 6戸 20戸

簡 易 旅 館 3 4

公 衆 浴 場 1 2

事 務 所 9 2

民 家 401 213

供 給 時 間 午前5時 ～午後11時 同 左
供給 時間以外は,ポ
ンプの電源停止

本 管 総 延 長 1,752m 1,240m

.i・亨 圃融

幾 ζ%

畷

藷、瀦

璽

鞭零

・＼

隻,燃 概.＼

欝 叡
図5指 宿市の地熱給湯配管図

替効果 を試算すれば,本 事業により年間26万

klの石油が代替されていることとなる。

なお,指 宿市では市営による事業の他にも

民間の事業者による給湯 も行なわれてお り,

市全体 で約4,000戸 が地熱給湯の恩恵にあず

かっている。指宿市の世帯数が約12,000戸 で

あることから,実 に%の 家庭に配湯がなされ

ていることになる。この規模は,我 が国の地

熱給湯の中でも最 も大 きい部類に属す るもの

と思われる。

6.廃 熱 エ ネ ル ギ ー

廃熱はエネルギーが消費されるあらゆる過

程で発生する。一般によく言われるとお り,

発電についてみれば,一 次供給エネルギーの

約4割 は電気 となるが残 りの6割 は熱 として

大気などへ放散 されているし,ま た自動車 ・

電車などの運輸部門については,約2割 が仕

事のエネルギー として利用されるが残 りの8
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割は熱をはじめとしたロス分 となっている。

これらを総合 してみると,石 油,石 炭 などの

一次供給エネルギーの約半分は廃熱 となって

大気などへ放散 されていることになる。これ

らの廃熱の有効利用を考える場合,す べての

廃熱を回収 し利用するのは現実的に困難であ

り,現 在主にその回収利用が考えられている

ものとしては,ゴ ミ焼却場,工 場及び発変電

所,LNG基 地での気化冷熱利用などがある。

ゴミ焼却場は,現在全国で約2 ,000ヶ 所ある

が,そ の うちゴミ焼却発電 を行っている所が

約60ヶ 所あり,出 力合計は約18万kWで ある。

発電の他に熱水利用を行 っている所 も多数あ

り,温 水プールや地域給湯などに利用されて

いる。

ゴミ焼却場の廃熱を利用して地域給湯を行

っている代表的な例 として,東 京熱供給(株)

清掃工場一 ← 一地域暖冷房プラント

(高温側 》

の光 ヶ丘パークタウン(東 京都練馬区)が あ

る。光ヶ丘パークタウンは,米 軍の旧グラン

ドハイツ跡地に造成されたもので,186haの

広大な敷地に,最 終的には12,000戸 の住宅が

建設される予定であり,完 成すれば都 内で最

大の団地 となる。光 ヶ丘パー クタウンの地域

冷暖房システムの概要 を図一6に 示す。清掃

工場(発 電 も行 っている)の 廃熱のほかに,

東京電力(株)の 地中線ケーブルより得 られ

た熱をもとにヒー トポンプを駆動 し,地 域冷

暖房給湯 を行 っている。敷地が広大 なことか

ら,各 住宅群にサブステーションを設け,そ

こにもヒー トポンプを設置 し供給熱水温度の

安定化を図 ったシステム としている。本シス

テムにより,全 所要熱量の70～80%程 度をこ

れらの廃熱で賄 うとしている。

また,廃 熱 については大都市におけるその

レ ー 需要家 一一 一一 一一一 一→レ

排熱回収
ヒー トポンプ

サブステーション

偽45℃

}一 地区施設へ

(低温燗1

図6光 が 丘 地 域 冷 暖 房 シ ス テ ム
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利用が注 目されている。我が国の可住地にお

けるエネルギー消費密度は,全 国平均を1と

した場合,大 都市圏で2.O,ま た東京都につい

て見れば実に7.6に なると言われている。当

然,エ ネルギー消費密度が高ければそれに応

じて廃熱 も発生する。このようなことから,

大都市圏における都市廃熱エネルギーの有効

活用が望 まれるところであ り,一 部の地域で

は地下鉄の廃熱利用による地域冷暖房などに

ついて検討が行なわれている。

7.お わ り に

冒頭で述べたとお り,ロ ーカルエネルギー

の積極的推進が図られ約5年 経過 したが,そ

の間エネルギー源の多様化による供給構造の

体質強化,省 エネルギーの進展,ま た原油価

格価の安定化などにより,エ ネルギー需給構

造は現在緩和基調で推移 してお り,ロ ー カル

エネルギーの開発利用に対する取 り組みも一

時の状況か ら見ればやや後退 したかにみ え

る。

資源エネル ギー庁の総合 エネルギー調査

会 ・需給部会による我が国の長期エネルギー

需給見通 しについて も同様のことが うかがえ

る。長期エネルギー需給見通 しの中で示され

た自然エネルギー関連の供給見通 しを,発 表

年度についてまとめたものを図一7に 示す。

昭和54年 発表の昭和65年 見通 しで,一 次エネ

ルギーに占める 自然エネルギーの供給量を

11.1%(重 油換算年7,770万kl)と したものが,

昭和57年,58年 の発表ではそれぞれ下方修正

されている。 また,昭 和75年 見通 しについて

も同様のことが言える。 これは,昭 和58年8

月総合エネルギー調査会のエネルギー政策総

ー

一
次
工
才
ル
キ
ー
に
占
め
る
自
然
工
才
ル
キ
ー
の
供
結
量

亜,由換算
〔憧kを〕

一

10

一

(150
一 一 一 一 一 一 皿

一

＼ 一

＼ 120 昭和75年 壌

05_
＼

} 1,ぎ。
見通し

〔52}

〔111〕

185) ＼
　 一 一 一 一 一 一

〔70)
昭和65年 度

見通 し
一 一 一 一 一 一 一

{58) 国9〕 69} 157) 実 績

5253545556575859

年度(昭和)

し主1)自 然エネルキーとは、水力、地勲及ひ新 エネルキー(太 陽工才ルキー.等)を示す

〔〃2)ク ラフ中の()は 、自然エネルキーの占める割合を%て 示す

(〃3)52、54、57、58年度の実績は、それそれ50、52、55及ひ57年 度値を示す

図7長 期エネルギー需給見通し

点検において,セ キュ リティとコス ト等 との

バランスの確保に配慮したエネルギー政策の

推進 を提言していることに見られるように,

それまでの政策に比べ一層コス トに対する問

題 を打出したことによるもの と思われる。

しか し,現 在で もなお一次エネルギー供給

の大部分 を海外に依存する我が国にとってエ

ネルギーの安定供給の確保,石 油代替エネル

ギーの開発利用などエネルギー対策の推進は

重要な課題であ り,と くにローカルエネルギ

ーの開発利用はそれぞれの地域でのエネルギ

ーとして役立つ とともに地域振興 を図るうえ

からも極めて重要なことである。

このようなことから,地 域の特性にあった

形態での利用が今後長期的な視点か ら望 まれ

るところであ り,地 域開発の一翼 としても重

要な意味 をもっ ものと思われる。(ふくい ふ

みひこ 主任研究員)
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研究所の うごき
(昭和60年1月1日 ～3月31日)

◇ 理事会開催

第17回 理 事会

日 時:3月26日(火)12:00～13:30

場 所:経 団連 会館 ビル(9F)901号 室

議 題:

(1)昭 和60年 度 事業 計 画お よび収 支予 算(案)

につ いて

(2)昭 和60年 度 運営 費 借 入につ いて

(3)理 事 の一部 改選 につ いて

(4)そ の他

なお,議 題3に よ り,大 垣 忠雄理 事 が退 任

され,新 た に野 沢 清志電 気事 業連 合会 副会 長

が理事 に選 任 され た。

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)モ ジュー ル型 原子 炉の 経済性(㈲ 電 力 中

央 研究 所経 済研 究所 山地憲 治氏)

(2)プ ル サー マ ルの現状 と課題(主 任研 究 員

上 田 隆)

第22回 月例研 究会

日 時:3月29日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)コ ジ ェネ レー シ ョンの対 象 と して の都市

熱 需要 の実 態(主 任 研 究員 中村 政則)

(2)エ ネル¥'一一需 給パ ター ン と燃料 電 池の経

済性(プ ロ ジェ ク ト試験 研究 部長 斉 藤 晴

通)

◇ 主なで きごと

◇ 企画委員会開催

第31回 企画 委 員会

日 時:3月28日(木)10:00～13:00

場 所:東 新 ビル(7F)東 新 第一 会議屋

議 題:

(1)昭 和59年 度IAE研 究活動 報告

(2)昭 和60年 度IAE研 究活動 予 定

(3)IAE企 画研 究 の現状 報告

(4)シ ン クタ ン クIAEの ハ ー ド進 出 に つ い

て

(5)そ の他

◇ 月例研究会開催

第20回 月例研 究会

日 時:1月25日(金)14:00～16:00

場 所:富 国生命 ビル(28F)第 二 会議 室

議 題:

(1)昭 和60年 度 の新 ・省エ ネル ギー技 術開 発

の概 要(通 産 省工 技 院ムー ンラ イ ト計画推

進 室 辰 田昌功 氏)

(2)ロ ー カルエ ネル ギー開発 利 用の現 状(主

任研 究 員 福 井文 彦)

第21回 月例 研 究 会

日 時:2月22日(金)14:00～16二 〇〇

1月9日(水)「FBR実 用化 」第2回 委 員 会

開催

10日(木)「 メタ ノー ル利 用可能 性調 査 」

第2回 委 員会 開催

18日(金)「 次 世代 炉 に関 す る安 全 設計 懇

談 会 」開催

23日(水)「 エ ネル ギー需給 構造 」 第3回

委 員 会開催

24日(木)「 原子 力プ ラ ン ト運転 の信 頼性

に関す る研 究 会」 開催(第39回)

25日(金)「 スーパ ー ヒー トポンプ シス

テム化 」 第1回 委 員会開 催

第20回 月例研 究 会開催

30日(水)「 次 世代 型軽 水炉 構想 」 第3回

委 貝会 開催

31日(木)「 スーパ ー ヒー トポンプ トー

タル シ ステム」 第2回 委 員会 開催

2月4日(月)「 メタ ノー ル環境安 全性 検 討 」

第3回 委 員会開 催

5日(火)「 メタノー ル利 用可能 性調 査 」

第3回 委 員会

7日(木)「 新 シー ズ」 第4回 委 員 会開催

12日(火)「 石 油 トー タルエ ネ ル ギー シス

テム調 査」 第2回 委 員 会開 催

13日(水)「 次 世代 炉 に関 す る安 全 設計 懇

談 会 」開催

14日(木)第4回 「揮 発油問 題技 術研 究 会」
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開催

2月18日(月)「FBR実 用化 」第3回 委 貝 会

開催

19日(火)「 プ ルサー マ ル」 第7回 委員 会

開催

22日(金)第21回 月例 研究 会開 催

26日(火)「 次世 代型 軽水 炉構 想」 委員 会

開催

27日(水)「LNG広 域供 給技 術調 査」 第

4回 研 究会 開催

「エ ネル ギー需 給構 造 」第4回

委 員会 開催

3月5日(火)「 スー パー ヒー トポ ンプ トー

タル シス テム」 第3回 委 員会 開催

6日(水)「 次世 代 炉 に関す る安全 設計 懇

談 会」 開催

「燃料 メ タノー ル新 製 造法 及び

自動車 等利 用可 能性調 査 」委 員会

開 催

7日(木)ス ー パー ヒー トポ ンプ シス テ

ム化」 第2回 委 員会 開催

13日(水)「 メ タノー ル環 境安 全性 検 討」

第4回 委員 会開 催

14日(木)「 プルサ ーマ ル 」第8回 委 員会

開 催

15日(金)「 石 油 トー タル エネ ル ギー シス

テム調査 」 第3回 委 員会 開催

「メタ ノー ル利 用可能 性調 査」

第4回 委員 会 開催

19日(火)「 エ ネル ギ ー需給 構造 」 第5回

委 貝会 開催

20日(水)

22日(金)

26日(火)

27日(水)

「SPS」 第6回 委員 会 開催

「新 シー ズ」 第5回 委 員会 開催

第17回 理 事 会開催

「原子 力プ ラ ン ト運転 の信 頼性

に関 す る研 究 会」 開催(第40回)

28日(木)第31回 企 画委 員 会開催

29日(金)第22回 月例研 究 会開催

「プルサ ーマ ル 」第9回 委 員会

開催

◇ そ の 他

外国 出張

(1)松 井 一秋 主管 研究 貝 は,世 界エ ネ ルギー

会 議 日本 国内委 員会 の委 嘱 に よ り,「世 界エ

ネル ギー会 議開 発途 上 国エ ネル ギー問題 委

員会 ミー テ ィン グ」 参加 の ため,1月19日

か ら同月26日 の間,イ ン ドに出 張 した。

(2)鈴 木 篤之 研 究嘱託 と上 田隆 主任 研究 員 と

は,「西 欧 のプ ルサー マ ルの現 状 及び動 向 の

調 査 」の ため,1月26日 か ら2月6日 の間,

仏,ベ ル ギー,西 独 及び ス イス に出張 した。

(3)田 中謙 司主 任研究 員 は,「米国 にお け る新

エ ネル ギー技術 につ いて,SPSを 中心 と

した研究 開発 の現状 調査 及 び意 見交換 」 の

ため,3月3日 か ら同月17日 の 間,米 国 に

出張 した。

(4)近 藤謙 一主 任研 究員 は,「欧州 に お ける地

熱エ ネ ル ギー の開発 ・利用状 況 等の 調査 及

び 関係機 関 との交 流」 の ため,3月4日 か

ら同月18日 の間,ル ー マニ ア,ハ ンガ リー,

イタ リア及 び仏 国 に出張 した。

(5)伊 藤正 彦主 任研 究員 は,「米,欧 にお け る

FBR高 温構 造 設計 に関 す る動 向調 査」 の

た め,3月9日 か ら同月24日 の間,西 独,

仏,英,米 国 に出張 した。

◇ 人事異動

03月31日 付

主 任研究 員 中村 政 則 退職(出 向解除)
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